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(57)【要約】
　電子デバイスにおいて画像を表示するための方法、装
置、およびコンピュータ可読記憶媒体が開示される。特
定の一実施形態では、方法は、第１のディスプレイ面と
、間隙によって第１のディスプレイ面から分離された第
２のディスプレイ面とを含む電子デバイスにおいて画像
を表示することを含む。第１のディスプレイ面に画像の
第１の部分が表示され、第２のディスプレイ面に画像の
第２の部分が表示され、第１の部分と第２の部分との間
の画像の第３の部分は表示されない。電子デバイスの動
きが検出され、その動きを検出したことに応答して、第
２のディスプレイ面に画像の第３の部分が表示される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とを含む電子デバイスにおいて画像を表
示することであって、前記第１のディスプレイ面は間隙によって前記第２のディスプレイ
面から分離されており、前記画像の第１の部分は前記第１のディスプレイ面に表示され、
且つ、前記画像の第２の部分は前記第２のディスプレイ面に表示され、前記画像の第３の
部分は表示されない、表示することと、
　前記電子デバイスの動きを検出することと、
　前記動きを検出したことに応答して、前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第３
の部分を表示することと
を備える方法。
【請求項２】
　前記動きは、実質的に前記第１のディスプレイ面の平面内の方向に前記電子デバイスを
並進させるシェイク運動を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記シェイク運動は、前記第１のディスプレイ面から前記第２のディスプレイ面への方
向にある、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記シェイク運動は、前記第２のディスプレイ面から前記第１のディスプレイ面への方
向にある、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記動きは、前記第１のディスプレイ面の平面に対して実質的に垂直な方向における前
記電子デバイスの少なくとも１つのエッジのティルト運動を含む、請求項１に記載の方法
。
【請求項６】
　前記動きは前記電子デバイスの動きセンサによって検出される、請求項１に記載の方法
。
【請求項７】
　前記第３の部分は前記第１の部分と前記第２の部分との間にあり、前記画像の前記第３
の部分は、前記間隙の幅に対応する幅を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記間隙の前記幅は前記第３の部分の前記幅に実質的に等しい、請求項７に記載の方法
。
【請求項９】
　前記第３の部分は、前記間隙に近接した前記第２のディスプレイの領域に表示される、
請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第３の部分は、前記画像の１つあるいは複数のテキスト文字、前記画像の１つある
いは複数の幾何学的形状、またはそれらの任意の組合せを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記画像の前記第３の部分は前記第２のディスプレイ面に表示されている間、前記第２
の部分の隠れた部分が表示されず、前記隠れた部分は、前記第３の部分の前記幅に実質的
に等しい幅を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記動きを検出してからある時間期間後に、前記第１のディスプレイ面に前記画像の前
記第１の部分を表示すること、前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第２の部分を
表示すること、および前記画像の前記第３の部分を表示しないことをさらに備える、請求
項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記電子デバイスは、第２の間隙によって前記第２のディスプレイ面から分離された第
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３のディスプレイ面をさらに含み、前記動きを検出する前に、前記第３のディスプレイ面
に前記画像の第４の部分が表示され、前記第２の部分と前記第４の部分との間の前記画像
の第５の部分は表示されず、前記方法は、前記動きを検出したことに応答して、前記第３
のディスプレイ面に前記画像の前記第５の部分を表示することをさらに備える、請求項１
に記載の方法。
【請求項１４】
　装置であって、
　第１のディスプレイ面と、
　第２のディスプレイ面であって、前記第２のディスプレイ面が前記第１のディスプレイ
面に近接しており、且つ、前記第２のディスプレイ面と前記第１のディスプレイ面とが間
隙によって分離されている、第２のディスプレイ面と、
　前記装置の動きを検出するように構成された動きセンサと、
　　画像を元の状態で表示することであって、前記第１のディスプレイ面に前記画像の第
１の部分を表示すること、前記第２のディスプレイ面に前記画像の第２の部分を表示する
こと、および前記第１の部分と前記第２の部分との間の前記画像の第３の部分を表示しな
いことを備える、画像を元の状態で表示することと、
　　前記検出された動きに応答して、前記画像を修正された状態で表示することであって
、前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第３の部分を表示することを備える、前記
画像を修正された状態で表示すること、
　を行うように構成された表示モジュールと、
　を備える装置。
【請求項１５】
　前記表示モジュールは、特定の時間期間の間前記画像を前記修正された状態で表示した
後に前記画像を前記元の状態で表示するようにさらに構成された、請求項１４に記載の装
置。
【請求項１６】
　前記動きセンサは加速度計またはインクリノメータを含む、請求項１４に記載の装置。
【請求項１７】
　前記動きセンサは前記第１のディスプレイ面に結合されている、請求項１４に記載の装
置。
【請求項１８】
　前記動きセンサは前記第２のディスプレイ面に結合されている、請求項１４に記載の装
置。
【請求項１９】
　前記動きセンサは、前記第１のディスプレイ面と前記第２のディスプレイ面との間の前
記間隙中に配置されている、請求項１４に記載の装置。
【請求項２０】
　第２の間隙によって前記第２のディスプレイ面から分離された第３のディスプレイ面を
さらに備え、前記画像を前記元の状態で表示することは、前記第３のディスプレイ面に前
記画像の第４の部分を表示すること、および前記画像の第５の部分を表示しないことをさ
らに備え、前記画像を前記修正された状態で表示することが、前記第３のディスプレイ面
に前記画像の前記第５の部分を表示することをさらに備える、請求項１４に記載の装置。
【請求項２１】
　第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とを含む電子デバイスにおいて画像を表
示するためのコードであって、前記第１のディスプレイ面は間隙によって前記第２のディ
スプレイ面から分離されており、前記画像の第１の部分は前記第１のディスプレイ面に表
示され、前記画像の第２の部分は前記第２のディスプレイ面に表示され、前記第１の部分
と前記第２の部分との間の前記画像の第３の部分は表示されない、表示するためのコード
と、
　前記電子デバイスの動きを検出するためのコードと、
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　前記動きを検出したことに応答して前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第３の
部分を表示するためのコードと、
　を備えるコンピュータ実行可能コードを記憶したコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２２】
　前記コンピュータ実行可能コードは、実質的に前記第１のディスプレイ面の平面内の方
向に前記電子デバイスを並進させる動きを検出するためのコードと、前記第１のディスプ
レイ面の前記平面に対して実質的に垂直な方向に前記電子デバイスのエッジをティルトす
る動きを検出するためのコードとをさらに備える、請求項２１に記載のコンピュータ可読
記憶媒体。
【請求項２３】
　前記コンピュータ実行可能コードは、
　前記第２のディスプレイ面に前記第３の部分が表示されている間、前記第２の部分の隠
れた部分を表示しないためのコードであって、前記隠れた部分および前記第３の部分が、
それぞれ前記間隙の幅に実質的に等しい幅を有する、コードと、
　前記動きを検出してからある時間期間後に、前記第１のディスプレイ面に前記画像の前
記第１の部分を表示し、前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第２の部分を表示し
、前記画像の前記第３の部分を表示しないためのコードと、
　をさらに備える、請求項２１に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２４】
　第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とを含む電子デバイスにおいて画像を表
示するための手段であって、前記第１のディスプレイ面は間隙によって前記第２のディス
プレイ面から分離されており、前記画像の第１の部分は前記第１のディスプレイ面に表示
され、前記画像の第２の部分は前記第２のディスプレイ面に表示され、前記第１の部分と
前記第２の部分との間の前記画像の第３の部分は表示されない、表示するための手段と、
　前記電子デバイスの動きを検出するためのセンサ手段と、
　前記センサ手段に応答して、前記第２のディスプレイ面に前記画像の前記第３の部分を
選択的に表示するための手段と、
　を備える装置。
【請求項２５】
　前記第２のディスプレイ面に前記第３の部分が表示されている間、前記第２の部分の隠
れた部分を表示しないための手段であって、前記隠れた部分および前記第３の部分は、そ
れぞれ前記間隙の幅に実質的に等しい幅を有する、手段と、
　前記画像の前記第３の部分の前記表示を前記隠れた部分と置き換えるための手段と、
　をさらに備える、請求項２４に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本開示は、その全体が参照により本明細書に組み込まれ、その優先権が主張される、２
００８年９月８日に出願された仮出願第６１／０９５，２２５号、および２００９年５月
２９日に出願された仮出願第６１／１８２，４１９号の利益を主張する。
【０００２】
　本開示は、一般にマルチパネル電子デバイスに関する。
【背景技術】
【０００３】
　技術の進歩は、より小型でより強力なコンピューティングデバイスをもたらした。たと
えば、現在、小型で軽量な、ユーザによって容易に持ち運ばれ得るポータブルワイヤレス
電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、およびページングデバイスなどのワイヤレスコンピュー
ティングデバイスを含む様々なポータブルパーソナルコンピューティングデバイスが存在
する。より具体的には、セルラー電話やインターネットプロトコル（ＩＰ）電話などのポ
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ータブルワイヤレス電話は、ボイスおよびデータパケットをワイヤレスネットワークを介
して伝達することができる。さらに、多くのそのようなポータブルワイヤレス電話は、そ
の中に組み込まれた他のタイプのデバイスを含む。たとえば、ポータブルワイヤレス電話
は、デジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ、デジタルレコーダ、およびオーディ
オファイルプレーヤをも含むことができる。また、そのようなワイヤレス電話は、ウェブ
ブラウザアプリケーションなど、インターネットにアクセスするために使用され得るソフ
トウェアアプリケーションを含む実行可能な命令を処理することができる。したがって、
これらのポータブルワイヤレス電話はかなりの計算能力を含むことができる。
【０００４】
　そのようなポータブルデバイスはソフトウェアアプリケーションをサポートすることが
できるが、そのような携帯用デバイスの有用性はデバイスのディスプレイスクリーンのサ
イズによって制限される。一般に、より小さいディスプレイスクリーンは、デバイスが、
より容易な携帯性および利便性のためにより小さいフォームファクタを有することを可能
にする。しかしながら、より小さいディスプレイスクリーンは、ユーザに対して表示され
得るコンテンツの量を制限し、したがってポータブルデバイスとのユーザ対話のリッチネ
スを低減することがある。
【発明の概要】
【０００５】
　特定の一実施形態では、複数の折り畳み式ディスプレイパネルを含む電子デバイスが開
示される。完全に展開されると、電子デバイスは、展開されたより大きいディスプレイを
与えることができる。閉位置まで完全に折り畳まれると、電子デバイスは小さいフォーム
ファクタを与えることができ、さらにセルフォンと同様の省略ビューを与えることができ
る。一般に、複数の折り畳み式ディスプレイパネルは、電子デバイスがどのように折り畳
まれるか、または構成されるかに応じて、電子デバイスが複数のタイプのデバイスとして
使用されることを可能にする。電子デバイスが複数の折り畳み可能な構成に配置されるこ
とを可能にすることによって、電子デバイスのユーザは、容易な操縦性および機能性のた
めに小さいフォームファクタを有することを選択することができるか、またはリッチなコ
ンテンツを表示するため、および拡張ユーザインターフェースを介して１つまたは複数の
ソフトウェアアプリケーションとの対話を可能にするために、展開された、より大きいフ
ォームファクタを選択することができる。
【０００６】
　たとえば、判断された形態は、完全折り畳み形態、完全展開形態、サミング形態(thumb
ing)、トラベルクロック(travel clock)形態、ビデオ会議形態、あるいは１つまたは複数
の他の構成を含むことができる。特定の一実施形態では、電子デバイス中のプロセッサは
、完全展開形態では第１、第２、および第３のディスプレイ面にわたってアプリケーショ
ンを実行することができ、完全折り畳み形態では第１のディスプレイ面においてアプリケ
ーションを実行することができる。
【０００７】
　時々、マルチディスプレイ装置は、どの個々のディスプレイ面よりも大きい画像を表示
することを試みることがある。そのような場合、マルチディスプレイ装置は、ディスプレ
イ面の境界に沿って画像を「分割する」ことを選択することができる。ディスプレイ面間
に介在する間隙のために、画像のジオメトリ(geometry)は、間隙に適応するように調整さ
れ得、この場合、画像は伸張されて見えることがある。代替的に、マルチディスプレイデ
バイスは、ディスプレイ面間の間隙に対応する画像の部分を「隠す」ことによって元の画
像のジオメトリを維持することを選択することができる。ただし、画像の部分を隠すこと
は、有益な情報（たとえば、１つまたは複数のテキスト文字）の損失をもたらすことがあ
る。
【０００８】
　特定の一実施形態では、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とを含む電子デ
バイスにおいて画像を表示することを含む方法が開示される。第１のディスプレイ面およ
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び第２のディスプレイ面は間隙によって分離されている。画像の第１の部分は第１のディ
スプレイ面に表示され、画像の第２の部分は第２のディスプレイ面に表示され、第１の部
分と第２の部分との間の画像の第３の部分は表示されない。本方法は電子デバイスの動き
を検出することを含み、動きを検出したことに応答して、第２のディスプレイ面に画像の
第３の部分が表示される。
【０００９】
　別の特定の実施形態では、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とを含む装置
が開示される。第２のディスプレイ面は、第１のディスプレイ面に近接しており、間隙に
よって第１のディスプレイ面から分離されている。本装置は表示モジュールをも含む。表
示モジュールは、第１のディスプレイ面に画像の第１の部分を表示し、第２のディスプレ
イ面に画像の第２の部分を表示し、第１の部分と第２の部分との間の画像の第３の部分を
表示しないことによって、画像を元の状態で表示するように構成される。本装置は、装置
の動きを検出するように構成された動きセンサをさらに含む。表示モジュールは、検出さ
れた動きに応答して、第２のディスプレイ面に画像の第３の部分を一時的に表示すること
などによって画像を修正された状態で表示するようにさらに構成される。
【００１０】
　開示される実施形態の少なくとも１つによって与えられる１つの特定の利点は、ユーザ
が、マルチディスプレイデバイスが間隙に沿って画像を「分割する」（それによって画像
全体を歪んだジオメトリで表示する）ときと、マルチディスプレイデバイスが間隙に対応
する画像の部分を「隠す」（それによって画像のジオメトリを維持するが、画像全体は表
示しない）ときとを（たとえば、デバイスの動きによってまたはデバイスの動きを使用し
て）制御することを可能にすることである。
【００１１】
　本開示の他の態様、利点、および特徴は、以下のセクション、すなわち、図面の簡単な
説明、発明を実施するための形態、および特許請求の範囲を含む、本出願全体の検討後に
明らかになろう。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】電子デバイスの第１の例示的な実施形態を示す図。
【図２】完全折り畳み形態における図１の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３】サミング構成における図１の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図４】トラベルクロック構成における図１の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図
。
【図５】完全展開形態における図１の電子デバイスの第１の例示的な実施形態を示す図。
【図６】完全展開形態における図１の電子デバイスの第２の例示的な実施形態を示す図。
【図７】ビデオ会議構成における図１の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図８】電子デバイスの第２の例示的な実施形態のブロック図。
【図９】電子デバイスの第３の例示的な実施形態を示す図。
【図１０】図９の電子デバイスの部分断面図。
【図１１】傾斜構成における図９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図１２】図１１の傾斜構成における電子デバイスの部分断面図。
【図１３】折り畳み形態における図９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図１４】図１３の折り畳み形態における電子デバイスの部分断面図。
【図１５】電子デバイスの第４の例示的な実施形態を示す図。
【図１６】トラベルクロック構成における図１５の電子デバイスを示す図。
【図１７】完全展開形態における図１６の電子デバイスを示す図。
【図１８】電子デバイスの第５の例示的な実施形態を示す図。
【図１９】トラベルクロック構成における図１８の電子デバイスを示す図。
【図２０】完全展開形態における図１８の電子デバイスを示す図。
【図２１】電子デバイスの第６の例示的な実施形態を示す図。
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【図２２】電子デバイスの第７の例示的な実施形態を示す図。
【図２３】部分折り畳み形態における図２２の電子デバイスを示す図。
【図２４】電子デバイスの第８の例示的な実施形態を示す図。
【図２５】アセンブル構成における図２４の電子デバイスを示す図。
【図２６】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第１の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図２７】電子デバイスの第９の例示的な実施形態を示す図。
【図２８】サミング構成における図２７の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図２９】完全展開形態における図２７の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３０】トラベルクロック構成における図２７の電子デバイスの例示的な実施形態を示
す図。
【図３１】ビデオ会議構成における図２７の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３２】電子デバイスの第１０の例示的な実施形態を示す図。
【図３３】完全展開形態における図３２の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３４】ユーザ入力に応答したアプリケーションアイコンの動きを示す、図３３の完全
展開形態における電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３５】アプリケーションウィンドウを表示する、図３３の完全展開形態における電子
デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３６】ユーザ入力に応答したアプリケーションウィンドウの動きを示す、図３３の完
全展開形態における電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３７】アプリケーションウィンドウの所定の部分がディスプレイ面間の間隙を横切っ
た後の、図３６の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図３８】電子デバイスの第１１の例示的な実施形態を示す図。
【図３９】横方向姿勢における図３８の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図４０】回転姿勢における図３８の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図４１】縦方向姿勢における図３８の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図４２】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第２の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４３】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第３の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４４】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第４の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４５】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第５の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４６】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第６の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４７】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第７の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４８】マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法の第８の
例示的な実施形態のフローチャート。
【図４９】電子デバイスの第１２の例示的な実施形態を示す図。
【図５０】完全展開形態における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図５１】折り畳み形態における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図５２】サミング構成における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図５３】ビデオ会議構成における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す図。
【図５４】トラベルクロック構成における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示
す図。
【図５５】デュアルパネル構成における図４９の電子デバイスの例示的な実施形態を示す
図。
【図５６】電子デバイスの構成を判断する方法の第１の例示的な実施形態のフローチャー
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ト。
【図５７】電子デバイスの構成を判断する方法の第２の例示的な実施形態のフローチャー
ト。
【図５８】電子デバイスの構成を判断する方法の第３の例示的な実施形態のフローチャー
ト。
【図５９】電子デバイスの第１３の例示的な実施形態のブロック図。
【図６０】電子デバイスの第１４の例示的な実施形態を示す図。
【図６１】図６０の電子デバイスにおいて画像を表示する例示的な実施形態を示す図。
【図６２】図６０の電子デバイスにおいて画像を表示する第２の例示的な実施形態を示す
図。
【図６３】図６０の電子デバイスにおいて画像を表示する第３の例示的な実施形態を示す
図。
【図６４】図６０の電子デバイスの３パネルバージョンにおいて画像を表示する第１の例
示的な実施形態を示す図。
【図６５】図６０の電子デバイスの３パネルバージョンにおいて画像を表示する第２の例
示的な実施形態を示す図。
【図６６】図６０の電子デバイスの３パネルバージョンにおいて画像を表示する第３の例
示的な実施形態を示す図。
【図６７】電子デバイスにおいて画像を表示する方法の第１の例示的な実施形態のフロー
チャート。
【図６８】電子デバイスにおいて画像を表示する方法の第２の例示的な実施形態のフロー
チャート。
【図６９】電子デバイスにおいて画像を表示する方法の第３の例示的な実施形態のフロー
チャート。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　図１を参照すると、電子デバイスの第１の図示の実施形態が示され、全体的に１００と
称される。電子デバイス１０１は、第１のパネル１０２と、第２のパネル１０４と、第３
のパネル１０６とを含む。第１のパネル１０２は、第１の折り畳み位置１１０において、
第１のエッジに沿って第２のパネル１０４に結合される。第２のパネル１０４は、第２の
折り畳み位置１１２において、第２のパネル１０４の第２のエッジに沿って第３のパネル
１０６に結合される。パネル１０２、１０４、および１０６の各々は、液晶ディスプレイ
（ＬＣＤ）スクリーンなどの、視覚表示を与えるように構成されたディスプレイ面を含む
。電子デバイス１０１は、複数のディスプレイ面を有し、ユーザが電子デバイス１０１の
物理的構成を変更すると、ユーザインターフェースを自動的に調整するか、または画像を
表示するように構成されたワイヤレス通信デバイスである。
【００１４】
　図１に示されるように、第１のパネル１０２と第２のパネル１０４とは、様々なデバイ
ス構成を可能にするために、第１の折り畳み位置１１０において回転可能に結合される。
たとえば、第１のパネル１０２と第２のパネル１０４とは、ディスプレイ面が、実質的に
平坦な表面を形成するためにほぼ同一平面（substantially coplanar）になるように配置
され得る。別の例として、第１のパネル１０２と第２のパネル１０４とは、第１のパネル
１０２の裏面が第２のパネル１０４の裏面と接触するまで、第１の折り畳み位置１１０の
周りに互いに回転され得る。同様に、第２のパネル１０４は、第２の折り畳み位置１１２
に沿って第３のパネル１０６に回転可能に結合され、第２のパネル１０４のディスプレイ
面が第３のパネル１０６のディスプレイ面と接触する完全折り畳み閉構成、および第２の
パネル１０４と第３のパネル１０６とがほぼ同一平面である完全展開形態を含む、様々な
構成を可能にする。
【００１５】
　特定の一実施形態では、図２～図７に関して後述されるように、第１のパネル１０２、
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第２のパネル１０４、および第３のパネル１０６は、１つまたは複数の物理的折り畳み状
態に手作業で構成され得る。電子デバイス１０１が複数の折り畳み可能な構成に配置され
ることを可能にすることによって、電子デバイス１０１のユーザは、容易な操縦性および
機能性のために小さいフォームファクタを有することを選択することができるか、または
リッチなコンテンツを表示するため、および拡張ユーザインターフェースを介して１つま
たは複数のソフトウェアアプリケーションとのより多くの有意な対話を可能にするために
、展開された、より大きいフォームファクタを選択することができる。
【００１６】
　特定の一実施形態では、電子デバイス１０１は、複数の折り畳み式ディスプレイパネル
１０２、１０４、および１０６を含む。完全に展開されると、電子デバイス１０１はワイ
ドスクリーンテレビジョンと同様のパノラマビューを与えることができる。閉位置まで完
全に折り畳まれると、電子デバイス１０１は小さいフォームファクタを与えることができ
、さらにセルフォンと同様の省略ビューを与えることができる。一般に、複数の構成可能
なディスプレイ１０２、１０４、および１０６は、電子デバイス１０１がどのように折り
畳まれるか、または構成されるかに応じて、電子デバイス１０１が複数のタイプのデバイ
スとして使用されることを可能にし得る。
【００１７】
　図２を参照すると、完全折り畳み形態における図１の電子デバイス１０１の第２の実施
形態が示され、全体的に２００と称される。第１のパネル１０２は、電子デバイス１０１
の上面に示されている。図２に示されるように、第１のパネル１０２のディスプレイ面が
見えており、第１のパネル１０２の裏面が第２のパネル１０４の裏面と接触しているよう
に、第１のパネル１０２と第２のパネル１０４との間の第１の折り畳み位置１１０が完全
に折り畳まれている。第３のパネル１０６は、第２の折り畳み位置１１２に沿って、第２
のパネル１０４に対して完全に折り畳まれている。第２のパネル１０４は、第２のディス
プレイ面が完全折り畳み形態の内側で実質的に第３のパネル１０６のディスプレイ面に近
接するように構成される。図２に示されるように、電子デバイス１０１は、３段に重ねら
れた層（すなわち、第１のパネル１０２、第２のパネル１０４、および第３のパネル１０
６）を含んでいる、実質的に矩形の形状またはフォームファクタを有する。第２のパネル
１０４および第３のパネル１０６のディスプレイ面は、図２の完全折り畳み形態２００の
内側で外部ソースによる損傷から実質的に保護される。図２に示される実施形態は、サイ
ズ比較目的のための米国２５セント硬貨および鉛筆の隣にある、電子デバイス１０１の特
定の実施形態を示すが、図２が、本出願のすべての他の図と同様に、必ずしも一定の縮尺
でなく、本開示の範囲を制限するものと解釈されてはならないことは明確に理解されたい
。
【００１８】
　図３を参照すると、「サミング」構成における図１の電子デバイス１０１が示され、全
体的に３００と称される。第１のパネル１０２と第２のパネル１０４とは、ほぼ同一平面
構成で第１の折り畳み位置１１０において結合される。第２のパネル１０４と第３のパネ
ル１０６とは、第２の折り畳み位置１１２に沿って互いにオフセットされる。特定の一実
施形態では、第３のパネル１０６のディスプレイ面から第２のパネル１０４のディスプレ
イ面までの回転の角度３１８は、９０度よりも大きく、１８０度よりも小さい角度である
。たとえば、図３に示されるように、第２のパネル１０４と第３のパネル１０６との間に
形成される角度３１８は、実質的に１３５度であり得る。
【００１９】
　図３に示されるように、第１のパネル１０６の裏面３１４は、テーブル表面、机表面、
ユーザの手などのサポート表面上で静止することができる。特定の一実施形態では、第３
のパネル１０６は、図３に示される特定の構成において、電子デバイス１０１が、表面上
でサミング構成３００に維持されるときに安定であり得るように加重され得る。図示のよ
うに、サミング構成３００では、ユーザは、実質的に水平のキーボード３１６と、第１の
パネル１０２のディスプレイ面と第２のパネル１０４のディスプレイ面とで形成された、
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都合よく傾斜され、配置された有効な２パネルディスプレイ面とを有することができるよ
うに、第３のパネル１０６はキーボード３１６を表示することができ、第１のパネル１０
２および第２のパネル１０４はグラフィカルユーザインターフェースの１つまたは複数の
部分を表示することができる。特定の一実施形態では、キーボード３１６がユーザの片手
または両手の親指によって作動され得るように、電子デバイス１０１はユーザによってサ
ミング構成３００に保持され得る。
【００２０】
　図４を参照すると、トラベルクロック構成における図１の電子デバイス１０１が示され
、全体的に４００と称される。第１のパネル１０２は、第２のパネル１０４に対して、第
１の折り畳み位置１１０に沿って、１８０度よりも小さく、０度よりも大きい角度４２０
で折り畳まれている。たとえば、第１のパネル１０２と第２のパネル１０４とによって形
成される角度４２０は、実質的に６０度であり得る。第２のパネル１０４は、第３のパネ
ル１０６に対して、第２の折り畳み位置１１２に沿って、９０度よりも大きく、１８０度
よりも小さい角度４２２で向けられる。図示のように、第２の折り畳み位置１１２に沿っ
た角度４２２は、約１３５度であり得る。
【００２１】
　特定の一実施形態では、トラベルクロック構成４００は、第２のパネル１０４のディス
プレイ面において、デジタル時計表示またはアナログ時計表示などのクロック表示４１８
のディスプレイを含む。たとえば、クロック表示４１８は時計の文字盤の画像であり得る
。特定の一実施形態では、第１のパネル１０２のディスプレイ面は電源切断構成であり得
、第３のパネル１０６のディスプレイ面１０６は、アラームセットコントロール、ボリュ
ームコントロール、無線局チューニングコントロール、または他のコントロール（図示さ
れず）など、トラベルクロックによくある１つまたは複数のコントロールを表示すること
ができる。
【００２２】
　図５は、完全展開形態５００における図１の電子デバイス１０１を示す。第１のパネル
１０２と第２のパネル１０４とはほぼ同一平面であり、第２のパネル１０４は第３のパネ
ル１０６とほぼ同一平面である。パネル１０２、１０４、および１０６は、第１のパネル
１０２、第２のパネル１０４、および第３のパネル１０６のディスプレイ面が展開された
３パネルディスプレイスクリーンを効果的に形成するように、第１の折り畳み位置１１０
および第２の折り畳み位置１１２において接触し得る。図示のように、完全展開形態５０
０では、ディスプレイ面の各々がより大きい画像の一部を表示しており、個々のディスプ
レイ面はより大きい画像の一部分を縦方向モードで表示し、より大きい画像は有効な３パ
ネルスクリーンにわたって横方向モードで展開する。特定の一実施形態では、パネル１０
２、１０４、および１０６は、実質的に完全展開形態５００に維持されるようにロック可
能であり得る。
【００２３】
　図６は、第１のパネル１０２、第２のパネル１０４、および第３のパネル１０６上の、
図５に比較して縮小された有効ディスプレイ面を有する完全展開形態６００における図１
の電子デバイス１０１を示す。図５と同様に、パネル１０２、１０４、および１０６は、
実質的に展開され、所定の位置にロックされ得る。しかしながら、図６に示されるように
、パネル１０２、１０４、および１０６の各々の縦方向モードの上側および下側表面部分
は、ディスプレイ面を含むことができず、代わりに、ヒンジ(hinge)、マイクロフォン、
スピーカーまたは他のハードウェア機能（図示されず）など、１つまたは複数のハードウ
ェア機能を含むことができる。
【００２４】
　図７は、ビデオ会議構成７００における図１の電子デバイス１０１を示す。第１のパネ
ル１０２は、第２のパネル１０４とほぼ同一平面になるように、第１の折り畳み位置１１
０において第２のパネル１０４に結合される。第２のパネル１０４と第３のパネル１０６
とは、第２のパネル１０４のディスプレイ面と第３のパネル１０６のディスプレイ面とが



(11) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

実質的に互いに近接し、折り畳み形態の内側で保護されるように、第２の折り畳み位置１
１２に沿って折り畳み形態で結合される。第３のパネル１０６が第２のパネル１０４の上
に折り畳まれることによって、カメラ７２０を含む第３のパネル１０６の裏面１０８が電
子デバイス１０１のユーザに露出される。第３のパネル１０６の下部エッジは、マイクロ
フォン７２２とスピーカー７２４とを含む。第３のパネル１０６の下部エッジに示されて
いるが、マイクロフォン７２２およびスピーカー７２４は、電子デバイス１０１上の他の
位置に配置され得ることを明確に理解されたい。たとえば、図３２に関して示されるよう
に、マイクロフォン７２２は第１のパネル１０２のディスプレイ面の上部に配置され得、
スピーカー７２４は第１のパネル１０２のディスプレイ面の下部位置に配置され得る。ビ
デオ会議構成７００は、電子デバイス１０１のユーザが、第１のパネル１０２のディスプ
レイ面上でビデオ会議呼の参加者の画像を閲覧し、同時に、カメラ７２０の視界中に配置
され、ユーザの画像をキャプチャし、ユーザのキャプチャされた画像をビデオ会議の１人
または複数の参加者に与えることを可能にする。
【００２５】
　特定の一実施形態では、図１～図７の電子デバイス１０１は、機械的に接続され、折り
畳むことが可能であり、個々にまたは一緒に使用され得る３つの別々のタッチスクリーン
ディスプレイ１０２、１０４、および１０６を使用する。これは、電子デバイス１０１の
形状または構成に基づいて変更され得る複数のユーザインターフェースを使用可能にする
。複数の構成可能なユーザインターフェースは、電子デバイス１０１がどのように折り畳
まれるか、またはどのように構成されるかに応じて、電子デバイス１０１が複数のタイプ
のデバイスとして使用されることを可能にする。電子デバイス１０１を使用するとき、ユ
ーザは、単一のスクリーン（デバイスは完全に折り畳まれている）を用いて対話すること
によって開始することができ、次いで、電子デバイス１０１が異なる物理的構成に折り畳
まれると、（アプリケーションまたは設定に基づいて）インターフェースを自動的に変化
させる。電子デバイス１０１は、複数のスクリーン上で同時アプリケーションを実行し、
デバイス構成を変更するユーザ対話に基づいてアプリケーションを再構成するように構成
され得る。たとえば、電子デバイス１０１は、１つの物理的構成では、単一のディスプレ
イ１０２、１０４、または１０６においてアプリケーションを実行し、異なる物理的構成
では、３つのディスプレイ１０２、１０４、および１０６のすべてにわたってアプリケー
ションを実行するように構成され得る。
【００２６】
　たとえば、電子デバイス１０１が閉位置まで完全に折り畳まれると（図２の完全折り畳
み形態２００など、１つのスクリーンが表示される）、電子デバイス１０１は、小さいフ
ォームファクタを保持し、省略ユーザインターフェースビューを与えることができる。ユ
ーザ対話に基づいて、この完全折り畳み形態は、電話、ショートメッセージサービス（Ｓ
ＭＳ）、携帯情報端末（ＰＤＡ）タイプのブラウザアプリケーション、キーパッド、メニ
ュー、他のインターフェース要素、またはそれらの任意の組合せなど、アプリケーション
を表示することができる。
【００２７】
　完全に展開されると（図５の完全展開形態５００または図６の６００など、すべてのス
クリーンが表示される）、電子デバイス１０１はパノラマビューを与えることができる。
ユーザが選択したアプリケーションに基づいて、パノラマビューは、例示的で非限定的な
例として、キーボードありまたはなしで、ワイドスクリーンビデオ、アプリケーション（
たとえば、電子メール、テキストエディタ）をもつデスクトップ環境、またはウェブブラ
ウザと同様のインターフェースを自動的に表示することができる。これらのインターフェ
ースのための対話は、モバイルフォンタイプの対話に限定される代わりに、インターフェ
ースのネイティブフォーマットと同様であり得る。
【００２８】
　ディスプレイが三角形状に折り畳まれると（図４のトラベルクロック構成４００など、
三角形の１つの部分は後向きのディスプレイであり、三角形の他の部分は前向きのディス
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プレイであり、最後の部分は下に折り畳まれるかまたは前方に平坦である）、この構成は
指向性ユーザインターフェースの表示を自動的にトリガすることができる。言い換えれば
、（１つまたは複数の）前面ディスプレイは、例示的で非限定的な例として、ゲームアプ
リケーション、電子メール、ＳＭＳ、電話、アラームクロック、デジタル無線、または音
楽プレーヤなど、特定の構成のためのデバイスインターフェースを示すことができ、同時
に、後部ディスプレイ、下部ディスプレイ、または両方は、アイドルまたはオフであり得
る。
【００２９】
　（図３のサミング構成３００など）１つの外側ディスプレイが他のディスプレイに対し
て約４５度の角度で構成されると、電子デバイス１０１はインターフェースを自動的に変
更することができる。たとえば、インターフェースはテキスト入力デバイスであり得る。
４５度のディスプレイはキーボードを示すことができ、他のディスプレイは、テキスト入
力アプリケーション、非ＰＤＡタイプのブラウザ、または他のデスクトップ様のアプリケ
ーションを表示することができる。
【００３０】
　したがって、電子デバイス１０１は、機械的トリガ、センサ情報などに基づいてユーザ
インターフェースおよび対話方法を自動的に変更する能力を有することができる。電子デ
バイス１０１は、ユーザが複数のメニューをブラウズする必要なしに、デバイスに対する
ユーザの期待を予測するという利点を与えることができる。電子デバイス１０１は、完全
に展開されると、現在のモバイルデバイスインターフェースよりも大きくなるので、スク
リーンエリアが不十分である従来のモバイルデバイスの欠点を克服することができる。電
子デバイス１０１のユーザは、使用時にユーザのニーズおよび好みによりぴったり一致す
るようにアプリケーションインターフェースを変更することができる。テキストエディタ
またはブラウザのような、複雑なデスクトップ様のインターフェースを使用する従来のモ
バイルデバイスのユーザによって遭遇され得る困難は、インターフェースが複数のディス
プレイにわたって広がることを可能にする電子デバイス１０１によって軽減され得る。
【００３１】
　図８を参照すると、電子デバイスの特定の例示的な実施形態が示され、全体的に８００
と称される。デバイス８００は、ヒンジ（図示されず）上の接続のセット８９０を介して
第１のディスプレイボード８０３および第２のディスプレイボード８０５に結合されたメ
インボード８０１を含む。ボード８０１、８０３、および８０５の各々は、図１～図７の
電子デバイス１０１などのマルチパネルヒンジ結合デバイスの別々のパネル中に存在し得
る。
【００３２】
　メインボード８０１は、ディスプレイ８０２と、メモリ８３２に結合されたプロセッサ
８１０と、ディスプレイコントローラ８６２と、タッチスクリーンコントローラ８５２と
、ワイヤレスコントローラ８４０と、短距離ワイヤレスインターフェース８４６と、コー
ダ／デコーダ（コーデック）８３４と、電力管理集積回路（ＰＭＩＣ）８８０とを含む。
第１のディスプレイボード８０３は、ディスプレイコントローラ８６４に結合されたディ
スプレイ８０４と、タッチスクリーンコントローラ８５４と、１つまたは複数の折り畳み
形態／ティルトセンサ８７４とを含む。第２のディスプレイボード８０５は、ディスプレ
イコントローラ８６６に結合されたディスプレイ８０６と、タッチスクリーンコントロー
ラ８５６と、１つまたは複数の折り畳み形態／ティルトセンサ８７６とを含む。第１のデ
ィスプレイボード８０３は、第１の高速シリアルリンク８９２などの第１の通信経路を介
してメインボード８０１に結合される。第２のディスプレイボード８０５は、第２の高速
シリアルリンク８９４などの第２の通信経路を介してメインボード８０１に結合される。
第１のディスプレイボード８０３および第２のディスプレイボード８０５は、それぞれ電
力線８９６を介してＰＭＩＣ８８０に結合されたバッテリー８８４および８８６を有し、
電力線８９６は、ＰＭＩＣ８８０とバッテリー８８４および８８６との間で少なくとも１
．５アンペア（Ａ）を伝導することが可能であり得る。特定の一実施形態では、カメラ８
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２０および電力入力８８２もメインボード８０１に結合される。
【００３３】
　プロセッサ８１０は、１つまたは複数のＡＲＭタイプのプロセッサ、１つまたは複数の
デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、他のプロセッサ、またはそれらの任意の組合せなど
、１つまたは複数の処理デバイスを含むことができる。プロセッサ８１０は、代表的なメ
モリ８３２など、１つまたは複数のコンピュータ可読媒体にアクセスすることができる。
メモリ８３２は、データ（図示されず）およびソフトウェア８３３などのプロセッサ実行
可能命令を記憶する。一般に、ソフトウェア８３３は、プロセッサ８１０によって実行可
能であるプロセッサ実行可能命令を含み、アプリケーションソフトウェア、オペレーティ
ングシステムソフトウェア、他のタイプのプログラム命令、またはそれらの任意の組合せ
を含むことができる。メモリ８３２はプロセッサ８１０の外部に示されているが、他の実
施形態では、メモリ８３２は、キャッシュ、１つまたは複数のレジスタまたはレジスタフ
ァイル、プロセッサ８１０における他の記憶デバイス、またはそれらの任意の組合せなど
、プロセッサ８１０の内部にあり得る。
【００３４】
　プロセッサ８１０はまた、それぞれ、第１のディスプレイパネル８０３における折り畳
み形態およびティルトセンサ８７４、ならびに第２のディスプレイパネル８０５における
折り畳み形態およびティルトセンサ８７６などの折り畳み形態センサに結合される。例示
的な例では、デバイス８００は図１の電子デバイス１０１であり得、センサ８７４および
８７６は、デバイス８００の折り畳み形態を、図２に示される完全折り畳み形態、図３に
示されるサミング構成、図４に示されるトラベルクロック構成、図５～図６に示される完
全展開形態、または図７に示されるビデオ会議構成のうちの１つまたは複数として検出す
るように適合され得る。
【００３５】
　ディスプレイコントローラ８６２、８６４、および８６６は、ディスプレイ８０２、８
０４、および８０６を制御するように構成される。特定の一実施形態では、ディスプレイ
８０２、８０４、および８０６は、図１～図７に示されたディスプレイ面１０２、１０４
、および１０６に対応することができる。ディスプレイコントローラ８６２、８６４、お
よび８６６は、プロセッサ８１０に応答して、デバイス８００の構成に応じてディスプレ
イ８０２、８０４、および８０６に表示するグラフィカルデータを与えるように構成され
得る。たとえば、デバイス８００が完全折り畳み形態にあるとき、ディスプレイコントロ
ーラ８６２、８６４、および８６６は、第１のディスプレイ８０２を、グラフィカルユー
ザインターフェースを表示するように制御することができ、他のディスプレイ８０４およ
び８０６を電源切断することまたは使用しないことが可能である。別の例として、デバイ
ス８００が完全展開形態にあるとき、ディスプレイコントローラ８６２、８６４、および
８６６は、ディスプレイ８０２、８０４、および８０６を、３つのディスプレイ８０２、
８０４、および８０６すべてにわたる単一の有効スクリーンとして動作するように、画像
のそれぞれの部分をそれぞれ表示するように制御することができる。
【００３６】
　特定の一実施形態では、ディスプレイ８０２、８０４、および８０６の各々は、それぞ
れ、タッチスクリーンコントローラ８５２、８５４、または８５６に結合されたそれぞれ
のタッチスクリーンを介してユーザ入力に応答する。タッチスクリーンコントローラ８５
２、８５４、および８５６は、ディスプレイ８０２、８０４、および８０６からユーザ入
力を表す信号を受信し、ユーザ入力を示すデータをプロセッサ８１０に与えるように構成
される。たとえば、プロセッサ８１０は、第１のディスプレイ８０２上でアプリケーショ
ンアイコンのダブルタップを示すユーザ入力に応答することができ、ユーザ入力に応答し
てアプリケーションを起動し、ディスプレイ８０２、８０４、または８０６のうちの１つ
または複数にアプリケーションウィンドウを表示することができる。
【００３７】
　特定の一実施形態では、各ディスプレイコントローラ８６２、８６４、および８６６な



(14) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

らびに各タッチスクリーンコントローラ８５２、８５４、および８５６を、対応するディ
スプレイ８０２、８０４、および８０６とともに有することによって、コントローラと対
応するディスプレイとを別々のパネル上に有する他の実施形態に比較して、パネル間で通
信されるデータの量が低減され得る。しかしながら、他の実施形態では、ディスプレイコ
ントローラ８６２、８６４、または８６６、あるいはタッチスクリーンコントローラ８５
３、８５４、または８５６のうちの２つ以上は、３つのディスプレイ８０２、８０４、お
よび８０６のすべてを制御する単一のコントローラなどに組み合わせられ得る。さらに、
３つのディスプレイ８０２、８０４、および８０６が示されているが、他の実施形態では
、デバイス８００は３つよりも多いまたは少ないディスプレイを含み得る。
【００３８】
　高速シリアルリンク８９２および８９４は高速双方向シリアルリンクであり得る。たと
えば、リンク８９２および８９４はモバイルディスプレイデジタルインターフェース（Ｍ
ＤＤＩ）タイプのリンクであり得る。タッチスクリーンデータおよびセンサデータは、パ
ネル８０１、８０３、および８０５間のそれぞれのヒンジ上のシグナリングのために４つ
の差動ペアのみが使用され得るように、パネル８０３および８０５からプロセッサ８１０
に戻るようにシリアルストリーム中に埋め込まれ得る。
【００３９】
　特定の一実施形態では、センサ８７４および８７６は、１つまたは複数のセンサにおい
て受信される入力に基づいて、デバイス８００の折り畳み形態を検出するように適合され
得る。たとえば、センサ８７４および８７６のうちの１つまたは複数は、１つまたは複数
の加速度計、インクリノメータ(inclinometer)、ヒンジ検出器、他の検出器、またはそれ
らの任意の組合せからの入力を含むかまたは受信することができる。センサ８７４および
８７６は、デバイス８００の検出された折り畳み形態を示す情報をプロセッサ８１０に与
えることができる。センサ８７４および８７６は、デバイス８００の隣接ディスプレイパ
ネルに対するディスプレイパネルの回転の角度を検出することなどによって、相対的な折
り畳み位置に応答することができる。センサ８７４および８７６はまた、デバイス８００
の１つまたは複数のディスプレイパネルに結合された１つまたは複数の加速度計またはイ
ンクリノメータなどの１つまたは複数の他のセンサに応答することができる。
【００４０】
　図８に示されるように、コーダ／デコーダ（コーデック）８３４もプロセッサ８１０に
結合され得る。スピーカー８２２およびマイクロフォン８２４はコーデック８３４に結合
され得る。図８はまた、ワイヤレスコントローラ８４０が、プロセッサ８１０およびワイ
ヤレスアンテナ８４２に結合され得、デバイス８００がワイドエリアネットワーク（ＷＡ
Ｎ）などのワイヤレスネットワークを介して通信することを可能にすることができること
を示す。デバイス８００が着呼を受信すると、プロセッサ８１０はワイヤレスコントロー
ラ８４０に応答して、ディスプレイ８０２、８０４、および８０６のうちの１つまたは複
数に発呼者識別情報または発呼者番号などの呼表示を表示することができる。プロセッサ
８１０は、センサ８７４および８７６からの入力に基づいて判断されたデバイス８００の
折り畳み形態に少なくとも部分的に基づいて呼表示を表示するために、サイズ、位置、お
よび姿勢、ならびに特定のディスプレイ８０２、８０４、および８０６を判断することが
できる。たとえば、呼表示は、１つまたは複数の他のアプリケーション上に、折り畳み形
態に基づくサイズ、配置、および姿勢を有するポップアップウィンドウまたはテキストと
して表示され得る。
【００４１】
　特定の一実施形態では、デバイス８００は、すべての折り畳み形態においてワイヤレス
電話通信のために動作可能であるように構成される。特定の一実施形態では、プロセッサ
８１０は、アンテナ８４８を介してヘッドセット８５０に結合され得る短距離ワイヤレス
インターフェース８４６に結合される。短距離ワイヤレスインターフェース８４６は、ブ
ルートゥースネットワークなどのアドホックワイヤレスネットワークを介して、イヤピー
スとマイクロフォンとを含むデバイスなどのヘッドセット８５０にワイヤレスに結合され
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得る。プロセッサ８１０は、着呼に応答して、呼表示を表示すべきか、またはヘッドセッ
ト８５０に警報を出すべきかを判断する論理を実装することができる。たとえば、デバイ
ス８００が完全展開形態にあり、マルチメディアファイルまたはストリーミングメディア
がすべてのディスプレイ８０２、８０４、および８０６にわたって表示される場合、プロ
セッサ８１０は、ヘッドセット８５０に自動的に警報を出すことができ、他の場合は呼表
示を表示することができる。
【００４２】
　特定の一実施形態では、図８の１つまたは複数の構成要素は、デバイスパネルのうちの
１つまたは複数に近接して、またはその内部に配置され得る。たとえば、プロセッサ８１
０は中心パネル内に配置され得、外部パネルはそれぞれバッテリー８８４および８８６を
格納することができる。特定の一実施形態では、パネルは、デバイスがサミング構成にお
いて立ったままであることを可能にするように加重され得る。
【００４３】
　図９を参照すると、電子デバイスの特定の例示的な実施形態が示され、全体的に９００
と称される。デバイス９００は、第１のパネル９０２と第２のパネル９０４とを含む。第
１のパネル９０２と第２のパネル９０４とは、パネル９０２および９０４の上部エッジお
よび下部エッジの近くの埋込みヒンジ９０５を介して結合される。特定の一実施形態では
、電子デバイス９００は、ユーザによって使用のための様々な構成に操作され得、構成変
更に応答してソフトウェア構成または表示される画像を自動的に調整することができる。
図示の実施形態では、電子デバイス９００は、図１の電子デバイス１０１、図８の電子デ
バイス８００、またはそれらの任意の組合せの２パネルの実施形態である。特定の一実施
形態では、埋込みヒンジ９０５は結合部材９０６を含む。図９は、第１のパネル９０２お
よび第２のパネル９０４の表面と実質的に面一であり、第１のパネルによって画成された
第１のアパーチャ１０４０および第２のパネル９０４によって画成された第２のアパーチ
ャ１０４４を通して見える結合部材９０６を示す、埋込みヒンジ９０５の拡大図を含む。
【００４４】
　折り畳みディスプレイパネル９０２および９０４は、完全に展開されると、ワイドスク
リーンテレビジョンと同様のパノラマビューを与えることができ、閉位置まで完全に折り
畳まれると、小さいフォームファクタを与え、さらに従来のセルラー電話と同様の省略ビ
ューを与えることができる。並進および回転を含むより複雑な動きを与える埋込みヒンジ
９０５などの小さいヒンジは、ディスプレイパネル間隙を縮小し、より連続的なタイリン
グを作成するために使用され得、多数のディスプレイまたはパネルをもつ１つまたは複数
の設計において使用され得る。
【００４５】
　図１０は、図９のデバイス９００の側面部分断面図を示す。第１のパネル９０２は、第
１のパネル９０２内で第１のキャビティ１０４２と通信している第１のアパーチャ１０４
０を画成する。第２のパネル９０４は、第２のパネル９０４中の第２のキャビティ１０４
６と通信している第２のアパーチャ１０４４を画成する。結合部材９０６は、第１のピン
１０１０などの第１のピボット(pivot)部材、および第２のピン１００８などの第２のピ
ボット部材に結合される。第１のピン１０１０および第２のピン１００８は、第１のパネ
ル９０２が結合部材９０６に回転可能に結合されることを可能にし、第２のピン１００８
は、第２のパネル９０４が結合部材９０６に回転可能に結合されることを可能にする。結
果として、第１のパネル９０２と第２のパネル９０４とは互いに回転可能に結合される。
さらに、第１のパネル９０２中に画成されたアパーチャ１０４０および第２のパネル９０
４中に画成されたアパーチャ１０４４は、それぞれ、結合部材９０６がその中に挿入され
ることを可能にするため、および結合部材９０６に対するパネル９０２および９０４の各
々のある範囲の回転運動を可能にするために形成される。さらに、第１のピン１０１０は
、第２のパネル９０４に対する第１のパネル９０２の横移動を可能にするために、埋込み
ヒンジ９０５が展開形態にあり、第１のピン１０１０がスロット１０１２の第１の端部に
あるとき、第１のパネル９０２が第２のパネル９０４に対してある動き範囲を有するよう
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に第１のキャビティ１０４２内のスロット１０１２内に係合される。さらに、第１のパネ
ル９０２は、埋込みヒンジ９０５が引込み形態にあり、第１のピン１０１０がスロット１
０１２の第２の端部にあるとき、第２のパネル９０４に対して第２の動き範囲を有し、第
１の動き範囲は第２の動き範囲よりも大きい。図１５～図２０に関して論じられるように
、センサは、第２のパネル９０４に対する第１のパネル９０２の相対姿勢を検出するため
に、埋込みヒンジ９０５に結合され得る。
【００４６】
　図示のように、第１のアパーチャ１０４０は、結合部材９０６の少なくとも第１の部分
を受けるように寸法決定され、第１の部分は、ピン１０１０に結合された結合部材９０６
の部分を含む。さらに、第２のアパーチャ１０４４は、結合部材９０６の少なくとも第２
の部分を受けるように寸法決定され、第２の部分は、第２のピン１００８に結合された部
分を含む。さらに、第１のピン１０１０がスロット１０１２内の最内位置にあるとき、第
１のキャビティ１０４２は、結合部材９０６を受けるために、展開された埋込み構成要素
１０１４を含む。
【００４７】
　図１１は、傾斜構成１１００における図９の電子デバイス９００を示す。第１のパネル
９０２は、結合部材９０６を含むものとして示される埋込みヒンジ９０５を介して、第２
のパネル９０４に対してある角度で向けられる。図１１は、図９に比較して、第２のパネ
ル９０４の第２のアパーチャ１０４４の異なるエリアを通して展開する結合部材９０６を
示す、埋込みヒンジ９０５の拡大図を含む。
【００４８】
　図１２は、結合部材９０６を介して第２のパネル９０４に回転可能に結合された第１の
パネル９０２を示す。結合部材９０６は、スロット１０１２中に係合された第１のピン１
０１０を介して第１のパネル９０２に回転可能に結合され、第２のピン１００８を介して
第２のパネル９０４に回転可能に結合される。図１２に示されるように、第２のパネル９
０４は、第１のパネル９０２に対して当接され、アングルストップ１２１６を与える。図
１２の構成では、第２のパネル９０４は、パネル９０２の表面に対して平坦であるように
完全に折り畳まれた位置まで内方向に回転され得、第１のパネル９０２に対する所定の角
度１２１８まで外方向に回転され得、アングルストップ１２１６によってさらなる回転分
離から防がれ得る。アングルストップ１２１６は、第２のパネル９０４を、図１２の実施
形態では第１のパネル９０２に対して実質的に１３５度として示される所定の角度１２１
８に保持することができる。
【００４９】
　図１３を参照すると、図９に示される電子デバイス９００が完全折り畳み形態１３００
において示される。完全折り畳み形態１３００は、スクリーンを含む、実質的に第２のパ
ネル９０４に近接したディスプレイ面などの第１の面をもつ第１のパネル９０２を有する
。埋込みヒンジ９０５は、第１のパネル９０２が完全折り畳み形態１３００においてデバ
イス高さを縮小するために、実質的に第２のパネル９０４に近接して配置されることを可
能にするように、引込み形態において示されている。埋込みヒンジ９０５の拡大図は、第
１のパネル９０２の第１のアパーチャ１０４０および第２のパネル９０４の第２のアパー
チャ１０４４を通って延びている結合部材９０６を示す図１３中に示される。
【００５０】
　図１４は、完全折り畳み形態１３００の横部分断面図を示す。図１４に示されるように
、第１のパネル９０２は、第２のパネル９０４に対して完全に折り畳まれ、結合部材９０
６は第１のパネル９０２の第１のキャビティ１０４２および第２のパネル９０４の第２の
キャビティ１０４６の完全に内側にある。図示のように、結合部材９０６は、第２のピン
１０１０がスロット１０１２の１つの末端において第１のキャビティ１０４２中に係合さ
れ、第１のパネル９０２と第２のパネル９０４とが実質的に互いに近接して配置され、図
示のように、実質的に互いに対して平坦であることを可能にする。
【００５１】
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　特定の一実施形態では、図１５～図１７および図１８～図２０に関してより詳細に論じ
られるように、多段折り（multi-fold）マルチフォールドモバイルデバイスがヒンジセン
サからのフィードバックに基づいてディスプレイ画像の姿勢および内容を調整することが
できるように、埋込みヒンジ９０５はデテント式であり得、センサを備えることができる
。ヒンジは、例示的で非限定的な例として、たとえば、位置を読み取るために、圧力セン
サ、電気接触、ホールセンサ、光学素子、または誘導検出を使用することができる。フィ
ードバックは、２つ以上のヒンジ位置または回転から受信され得る。ヒンジは、折り畳み
パネルが所定の位置にセットされることを可能にすることができ、マルチフォールドモバ
イルデバイスは、所定の位置にある折り畳みパネルを検出することに少なくとも部分的に
基づいて、ディスプレイ画像の姿勢および内容またはユーザインターフェースを設定する
ことができる。たとえば、ヒンジは、ボールデテント式(ball detented)であり得るか、
完全開と完全閉との間の１つまたは複数の中間位置またはストップを有することができる
か、ばね付勢され得るか、または折り畳みパネルが複数の位置において保持されることを
可能にする他の構成を有することができる。たとえば、１つまたは複数のヒンジは、パネ
ルが再配置のためにわずかに分離され、異なる構成にはね返ることを可能にされ得るよう
にばね付勢され得る。さらに、電子デバイスは、１つの折り畳みにおける第１のタイプの
ヒンジと、別の折り畳みにおける第２のタイプのヒンジとを有することができる。
【００５２】
　たとえば、特定の一実施形態では、デテント式ヒンジは、パネルが平坦に、または一平
面中に配置され、ディスプレイ画像がアクティブであり、横方向モードで閲覧可能な状態
であることを可能にすることができる。マルチフォールドデバイスが平坦でないとき、左
パネルは縦方向姿勢においてタッチパネルキーボードを含むことができ、他のディスプレ
イは縦方向モードで組み合わせられ得る。マルチフォールドデバイスが閉じているとき、
右ディスプレイはアクティブで縦方向姿勢にあり、残りのディスプレイはオフおよび非ア
クティブのままであり得る。機能フローは、特定の位置にセットされたマルチフォールド
デバイスと、位置を読み取る１つまたは複数のスマートヒンジと、位置を読み取ることに
応答して調整する画像またはユーザインターフェースとを含むことができる。ディスプレ
イ画像またはユーザインターフェースのための多種多様な可能な構成がマルチフォールド
デバイスにおいてデテント式ヒンジによって可能にされ得、特定の一実施形態では、小さ
いフォームファクタデバイスが、大画面マルチメディアデバイスとして使用されるように
展開することを可能にされ得る。
【００５３】
　図１５は、折り畳み形態１５００における３パネル電子デバイスの特定の例示的な実施
形態を示す。３パネルデバイス１５０１は、第１のパネル１５０２と、第２のパネル１５
０４と、第３のパネル１５０６とを含む。第１のパネル１５０２は、破線で示される埋込
みヒンジとして示される第１のヒンジ１５０５を介して第２のパネル１５０４に結合され
る。第２のパネル１５０４は第２のヒンジ１５０７を介して第３のパネル１５０６に結合
される。第１のパネル１５０２は、１つまたは複数の電極、圧力センサ、他のセンサ、ま
たはそれらの任意の組合せを含むことができ、様々な構成において第２のパネル１５０４
の第１の端部１５０８に接触することができる第１のセンサ１５１２と、第２のセンサ１
５１４と、第３のセンサ１５１６とを含む。さらに、第２のパネル１５０４は、様々な構
成において、第３のパネル１５０６の第１のセンサ１５２２、第２のセンサ１５２４、お
よび第３のセンサ１５２６、またはそれらの任意の組合せと接触することができる第２の
端部１５１０を有する。第１のパネル１５０２は第１の内部センサ１５３２を含み、第２
のパネル１５０４は第２の内部センサ１５３４を含み、第３のパネル１５０６は第３の内
部センサ１５３６を含む。例示的な一実施形態では、３パネルデバイス１５０１は、図１
～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス
９００の３パネル実施形態、またはそれらの任意の組合せであり得る。
【００５４】
　特定の一実施形態では、３パネルデバイス１５０１は、センサ１５１２～１５１６およ
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び１５２２～１５２６におけるアクティビティに基づいて構成を認識することができる。
特に、第２のパネル１５０４に対する第１のパネル１５０２の相対姿勢（relative orien
tation）は、第１のヒンジにおいて、第１のエッジ１５０８とセンサ１５１２～１５１６
のうちの１つまたは複数との間の接触の存在または不在などを介して検出され得る。さら
に、第３のパネル１５０６との第２のパネル１５０４の相対姿勢は、第２のエッジ１５１
０とセンサ１５２２～１５２６のうちの１つまたは複数との間の接触の存在または不在を
介して検出または感知され得る。図示のように、構成１５００中の電子デバイス１５０１
は完全折り畳み形態にある。同様に、センサ１５３２、１５３４、および１５３６のうち
の１つまたは複数は、加速度計、傾きを測定するインクリノメータセンサ、ジャイロスコ
ープセンサなどの、相対移動を測定するためのセンサ、別のタイプのセンサ、またはそれ
らの任意の組合せを含むことができる。これらのセンサ１５１２～１５１６、および１５
２２～１５２６、ならびに内部センサ１５３２～１５３６など、ヒンジにおけるセンサを
使用することによって、折り畳み形態、相対または絶対整合、デバイスの傾きまたは他の
物理的構成が、図８のプロセッサ８１０などのデバイスを制御するプロセッサを介して検
出され得、応答され得る。
【００５５】
　たとえば、センサ１５１２～１５１６、および１５２２～１５２６、ならびに内部セン
サ１５３２～１５３６は、図８の折り畳み形態センサ８２６に含まれるかまたは供給され
得る。デバイスは、ヒンジに結合されたセンサに応答して、少なくとも３つの所定の構成
のセットからデバイス構成を検出する、図８のプロセッサ８１０などのプロセッサを含む
ことができる。センサは、ホールセンサ、光学センサ、または誘導センサのうちの少なく
とも１つを含むことができる。ヒンジのうちの１つまたは複数は、第２のパネルに対する
第１のパネルの安定展開形態(stable extended configuration)、折り畳み形態(folded c
onfiguration)、および中間構成(intermediate configuration)を可能にするためにデテ
ント(detent)され得、プロセッサは、少なくとも３つの所定の構成に対応する少なくとも
３つの所定の動作モードを有するソフトウェアアプリケーションを実行するように構成さ
れ得る。プロセッサはまた、検出されたデバイス構成に基づいてソフトウェアアプリケー
ションの動作モードを調整するように、ならびに検出されたデバイス構成に基づいて第１
のディスプレイ面と第２のディスプレイ面と第３のディスプレイ面とに表示されるユーザ
インターフェースを調整するように適合され得る。たとえば、第１の所定の構成では、第
１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面と第３のディスプレイ面とが横方向構成にお
いて単一のスクリーンをエミュレートするように構成され得、第２の所定の構成では、第
１のディスプレイ面がアクティブであり得、第２のディスプレイ面と第３のディスプレイ
面とが非アクティブであり得、第３の所定の構成では、第３のディスプレイ面にキーボー
ドが表示され得、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とが縦方向構成において
単一のスクリーンをエミュレートするように構成され得る。センサ１５３２～１５３６は
内部センサとして示されているが、他の実施形態では、センサのうちの１つまたは複数は
内部にある必要はなく、代わりにそれぞれのパネルの表面、またはパネルに対して他の位
置において結合され得る。
【００５６】
　図１６は、トラベルクロック構成１６００における図１５の電子デバイス１５０１を示
す。第１のパネル１５０２は、センサ１５１２～１５１６と第１の内部センサ１５３２と
を含む。第１のセンサ１５１２および第２のセンサ１５１４は第２のパネル１５０４の第
１の端部１５０８に接触せず、第３のセンサ１５１６は第１の端部１５０８に接触し、第
２のパネル１５０２は、第２のパネル１５０４と実質的に９０度の相対姿勢にある第１の
アングルストップにおいて配置されることを示す。同様に、第２のパネル１５０４の第２
のエッジ１５１０は、第３のパネル１５０６の第２のセンサ１５２４に接触しているが、
第３のパネル１５０６の第１のセンサ１５２２または第３のセンサ１５２６には接触して
いない。したがって、デバイス１５０１のプロセッサは、第２のパネル１５０４が、図１
６に示されるように１３５度の相対的姿勢においてなど、第２のアングルストップにおい
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て第３のパネル１５０６と相対整合していると判断することができる。さらに、第２のパ
ネル１５０４の内部センサ１５３４は、第２のパネル１５０４が重力方向引力に対して傾
斜していることを示すことができ、第３のパネル１５０６の内部センサ１５３６は、第３
のパネル１５０６が比較的水平な姿勢にあり、固定であることを示すことができ、したが
って、電子デバイス１５０１は、電子デバイス１５０１がトラベルクロック構成１６００
に置かれていることを認識することができる。
【００５７】
　図１７は、完全展開形態１７００における図１５の電子デバイス１５０１を示す。第１
のパネル１５０２と第２のパネル１５０４とは、第２のパネル１５０４の第１の端部１５
０８が第１のパネル１５０２の第１のセンサ１５１２および第３のセンサ１５１６には実
質的に接触するが、第２のセンサ１５１４には接触しないように配置され、第１のパネル
１５０２と第２のパネル１５０４とは、第３のアングルストップにおいてエンドツーエン
ド整合しており、約１８０度の相対的回転姿勢においてほぼ同一平面であることを示す。
同様に、第２のパネル１５０４と第３のパネル１５０６とも、第２のエッジ１５１０が第
３のパネル１５０６の第１のセンサ１５２２および第３のセンサ１５２６には接触するが
、第２のセンサ１５２４には接触しないことにより検出され得るように、第３のアングル
ストップにおいてほぼ同一平面である。さらに、内部センサ１５３２、１５３４および１
５３６のうちの１つまたは複数は、加速度、傾き、１つまたは複数の相対位置、またはそ
れらの任意の組合せを示すために使用され得る。パネル１５０２、１５０４、および１５
０６の１つまたは複数のアングルストップまたは休止位置において、電子センサ、圧力セ
ンサ、磁界検出器、またはそれらの任意の組合せなどのセンサを含むことによって、電子
デバイス１５０１はパネル１５０２～１５０６のうちの１つまたは複数間の相対姿勢を判
断することができ、電子デバイス１５０１がその現在のハードウェア構成を判断すること
、ならびにセンサ１５１２～１５１６および１５２２～１５２６がそれぞれ係合および分
離されたときにハードウェア構成の変化を検出することを可能にする。
【００５８】
　図１８は、完全折り畳み形態１８００における、第１のパネル１８０２と第２のパネル
１８０４と第３のパネル１８０６とを有する電子デバイス１８０１を示す。第１のパネル
１８０２は、第１のセンサ１８１２を含む埋込みヒンジを介して第２のパネル１８０４に
回転可能に結合される。第２のパネル１８０４は、第２のセンサ１８２２を含む埋込みヒ
ンジを介して第３のパネル１８０６に結合される。第２のパネル１８０４はまた、１つま
たは複数の内部センサ１８３４を含む。特定の一実施形態では、埋込みヒンジ内の第１の
センサ１８１２は、第２のパネル１８０４に対する第１のパネル１８０２の相対的な配置
が第１のセンサ１８１２において検出されることを可能にするために、第２のパネル１８
０４への第１のパネル１８０２の回転整合、または結合部材に対するパネル１８０２およ
び１８０４のうちの１つまたは複数間の回転度、ヒンジのピンのうちの１つまたは複数に
対する回転度、重力方向に対する回転度、他の機構を介した回転度、またはそれらの任意
の組合せを検出することができる。第２のセンサ１８２２は、第２のパネル１８０４と第
３のパネル１８０６との間の相対姿勢を検出するために、第１のセンサ１８１２と実質的
に同様に実行するように構成され得る。図１５～図１７に示される実施形態の電子デバイ
ス１５０１とは対照的に、完全折り畳み形態１８００における図１８の電子デバイス１８
０１は単一の内部センサ１８３４と２つのヒンジセンサ１８１２および１８２２とを含み
、電子デバイス１８０１が、内部センサ１８３４を使用して、姿勢、位置、運動量、また
は加速度など、第１のパラメータを検出すること、ならびにヒンジセンサ１８１２および
１８２２を介して、パネル１８０２、１８０４、１８０６の折り畳み形態、展開形態、ま
たは部分折り畳み形態をさらに検出することを可能にする。特定の一実施形態では、電子
デバイス１８０１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図
９～図１４の電子デバイス９００の３パネル実施形態、図１５～図１７の電子デバイス１
５０１、またはそれらの任意の組合せであり得る。
【００５９】
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　図１９は、トラベルクロック構成１９００における図１８の電子デバイス１８０１を示
す。第１のパネル１８０２は、第１のセンサ１８１２を含むヒンジを介して第２のパネル
１８０４に約９０度の角度で結合される。第２のパネル１８０４は、第２のセンサ１８２
２を含むヒンジを介して第３のパネル１８０６に約１３５度の角度で結合される。内部セ
ンサ１８３４は、第１のセンサ１８１２および第２のセンサ１８２２におけるセンサの読
みと組み合わせて、電子デバイス１８０１を制御するプロセッサに、電子デバイス１８０
１がトラベルクロック構成１９００にあることを示すことができる、第２のパネルの傾き
を検出することができる。また、電子デバイス１８０１は、それぞれ第１のパネル１８０
２と第２のパネル１８０４との間、および第２のパネル１８０４と第３のパネル１８０６
との間で電子データおよび制御信号を通信するために１つまたは複数の信号経路１９４０
および１９４２をも含む。特定の一実施形態では、信号経路１９４０および１９４２は、
フレックスケーブル、１つまたは複数のワイヤ、光ファイバケーブルなどの他の信号担持
媒体、信号を送信する他の導電性材料、またはそれらの任意の組合せを含むことができる
。信号経路１９４０および１９４２を介して送信される信号は、直列、並列、または直列
と並列との組合せにおいて送信され得、１つまたは複数のプロトコルに従って送信され得
る。特定の一実施形態では、シグナリング経路１９４０および１９４２のうちの１つまた
は複数はモバイルディスプレイデジタルインターフェース（ＭＤＤＩ）インターフェース
を含むことができる。
【００６０】
　図２０は、完全展開形態２０００における図１８の電子デバイス１８０１を示す。第１
のパネル１８０２は第２のパネル１８０４とほぼ同一平面である。第２のパネル１８０４
も第３のパネル１８０６とほぼ同一平面である。図示のように、第１のセンサ１８１２は
、第１のヒンジが完全展開形態位置にあることを検出することができ、第２のセンサ１８
２２は、第２のヒンジが完全展開形態位置にあることを検出することができる。さらに、
内部センサ１８３４は、第２のパネル１８０４が実質的に平坦または水平な位置にあるか
または整合していることを検出することができる。センサ１８１２、１８２２、および１
８３４に基づいて、電子デバイス１８０１は、それが完全展開位置にあることを認識する
ことができ、ソフトウェアまたはグラフィカルユーザインターフェースを、隣接するパネ
ル１８０２～１８０６の１つまたは複数のディスプレイ面上に横方向構成において表示す
るように構成することができる。
【００６１】
　図２１を参照すると、電子デバイスの特定の実施形態が示され、全体的に２１００と称
される。特定の一実施形態では、電子デバイス２１００は、図１～図７の電子デバイス１
０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図１７
の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、またはそれらの任意
の組合せであり得る。
【００６２】
　デバイス２１００は、埋込みヒンジによって分離された、第１のパネル２１２２上の第
１のディスプレイ面２１２０と、第２のパネル２１３２上の第２のディスプレイ面２１３
０とを含む。各ディスプレイ面２１２０および２１３０は、縦方向高さ２１０６と、縦方
向幅２１０８と、対角寸法２１１０とを有する。ディスプレイ面２１２０および２１３０
は、ほぼパネル２１２２および２１３２の各々のエッジまで展開する。間隙２１０２は、
第１のディスプレイ面２１２０のエッジと第２のディスプレイ面２１３０のエッジとの間
の距離を示す。パネル２１２２および２１３２は高さ寸法２１０４を有する。電子デバイ
ス２１００は、ヒンジ移動距離２１１２として示される、ピンの直線動き範囲を可能にす
るスロットをもつ埋込みヒンジを含む。特定の一実施形態では、間隙２１０２は、ディス
プレイ面２１２０および２１３０の寸法に対して小さくなるように設計される。さらに、
高さ寸法２１０４は、完全折り畳み形態において好都合なサイズになるために、ディスプ
レイ面に対して小さくなるように設計される。さらに、ヒンジ移動距離２１１２は、パネ
ル２１２０および２１３０が完全展開位置から完全折り畳み位置まで回転し、再構成後に
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実質的にロックされる位置に埋め込まれるように展開することを可能にするように調整さ
れ得る。例示的な一実施形態では、ヒンジ移動距離２１１２は２ミリメートル（ｍｍ）～
１０ｍｍの間であり得る。たとえば、ヒンジ移動距離２１１２は約５ｍｍであり得る。
【００６３】
　特定の一実施形態では、縦方向高さ２１０６は５～１０センチメートル（ｃｍ）の間で
あり得、縦方向幅２１０８は４～８ｃｍの間であり得、対角寸法２１１０は６～１３ｃｍ
の間であり得、完全に折り畳まれるとズボンまたはジャケットのポケットにフィットする
好都合なサイズを可能にすると同時に、タッチスクリーンインターフェースを介してユー
ザの指によって個々に選択されるのに十分なサイズおよび間隔の複数のアイコンまたはコ
ントロールを与えるのに十分大きいディスプレイエリアを与える。例示的な一実施形態で
は、縦方向高さ２１０６は約８ｃｍであり得、縦方向幅２１０８は約６ｃｍであり得、対
角寸法２１１０は約１０．２ｃｍ（すなわち、約４インチ）であり得る。
【００６４】
　特定の一実施形態では、間隙２１０２は約０～２．４ｍｍの間である。例示的な一実施
形態では、間隙２１０２は２ｍｍ未満であり、第１のディスプレイ面２１２０のエッジを
越えて第２のパネル２１３２のほうへ展開する第１のパネル２１２２の部分と、第２のデ
ィスプレイ面２１３０のエッジを越えて第１のパネル２１２２のほうへ展開する第２のパ
ネル２１３２の部分とから、実質的に一様に形成され得る。特定の一実施形態では、間隙
２１０２は、画像またはビデオがディスプレイ面２１２０および２１３０上に表示される
とき、人間の視覚系が、間隙２１０２に対応する消失した部分を直ちにまたは最終的に無
視することができるように、またはその部分によって実質的に気を散らされ得ないように
寸法決定される。
【００６５】
　特定の一実施形態では、高さ寸法２１０４は、ディスプレイパネル２１２０および２１
３０、内部電子回路、１つまたは複数のバッテリー、センサ、またはそれらの任意の組合
せの厚さを含むのに十分大きいが、デバイス２１００が完全折り畳み形態にあるとき、ズ
ボンのポケットに好都合に入れられるのに十分小さい。たとえば、３つのパネルを有する
一実施形態では、３パネル完全折り畳み形態におけるデバイスの高さが１６．５ｍｍ以下
であるように、高さ寸法２１０４は５．５ｍｍ未満であり得る。例示的な一実施形態では
、高さ寸法２１０４は約５ｍｍである。
【００６６】
　図２２は、５つの構成可能なパネルを有する電子デバイス２２０１の特定の例示的な実
施形態を示す。電子デバイス２２０１は、完全展開形態２２００における第１のパネル２
２０２と第２のパネル２２０４と第３のパネル２２０６と第４のパネル２２０８と第５の
パネル２２１０とを有する。特定の一実施形態では、パネル２２０２～２２１０の各々は
、完全展開形態２２００において、有効スクリーンエリアがパネル２２０２～２２１０の
すべてのディスプレイ面によって形成され得るように、それぞれのディスプレイ面２２２
２、２２２４、２２２６、２２２８、および２２３０を含むことができる。特定の一実施
形態では、電子デバイス２２０１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバ
イス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０
１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、またはそ
れらの任意の組合せの５パネル実施形態であり得る。
【００６７】
　図２３は、遷移構成２３００における図２２の電子デバイス２２０１の特定の実施形態
を示す。第１のパネル２２０２は、第１のパネル２２０２と第２のパネル２２０４とが、
図２２に示される完全展開位置から、各パネル２２０２および２２０４の裏面が他のパネ
ルの裏面に近接する位置まで回転することを可能にするように、第２のパネル２２０４に
結合される。同様に、第２のパネル２２０４と第３のパネル２２０６とは、少なくとも完
全展開位置から、パネル２２０４のディスプレイ面２２２４がパネル２２０６のディスプ
レイ面２２２６に近接する完全折り畳み位置まで配置可能であるように、回転可能に結合
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される。パネル２２０６とパネル２２０８とは、少なくとも完全展開位置から、パネル２
２０６の裏面がパネル２２０８の裏面に近接する完全折り畳み位置まで配置されるように
、回転可能に結合される。パネル２２０８とパネル２２１０とは、少なくとも完全展開位
置から、パネル２２０８のディスプレイ面２２２８がパネル２２１０のディスプレイ面２
２３０に近接する完全折り畳み位置まで配置可能であるように、回転可能に結合される。
特定の一実施形態では、図２２および図２３に示される電子デバイス２２０１は、図１～
図２１に示される電子デバイス１０１、８００、９００、１５０１、１８０１、または２
１００に概して類似であり得、前に開示された実施形態の１つまたは複数の構成、動作、
センサ、ヒンジ、あるいは他の機能を含むことができる。折り畳み形態の変化に基づいて
グラフィカルディスプレイを自動的に調整し、本開示の範囲内であるポータブル電子デバ
イス中に、任意の数のパネルが含まれ得ることを理解されたい。
【００６８】
　図２４は、分離構成２４００における、３つの着脱可能なパネルを有する電子デバイス
２４０１の特定の例示的な実施形態を示す。第１のパネル２４０２は、第１のパネル２４
０２が第２のパネル２４０４の第２の結合機構２４１２を介して第２のパネル２４０４に
結合することを可能にする結合機構２４１０を含む。結合機構２４１０および２４１２は
、第１のパネル２４０２と第２のパネル２４０４との間の機械的および電子的結合を行う
ように構成され得る。同様に、第２のパネル２４０４は、第３のパネル２４０６の第４の
結合機構２４１６への機械的および電子的結合を行うように構成された第３の結合機構２
４１４を含む。特定の一実施形態では、電子デバイス２４０１は、図１～図７の電子デバ
イス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～
図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子
デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、またはそれらの任意の組合
せの着脱可能パネル実施形態であり得る。
【００６９】
　図２５は、完全結合構成２５００における図２４の電子デバイス２４０１を示す。第１
のパネル２４０２は第２のパネル２４０４に固定式に結合され、第２のパネル２４０４は
第３のパネル２４０６に固定式に結合される。パネル２４０２～２４０６は完全展開形態
にある。特定の一実施形態では、図２４に示される結合機構２４１０～２４１６は、パネ
ル２４０２～２４０６間で回転運動がほとんど可能にされないように、パネル２４０２、
２４０４、２４０６をしっかりと結合することができる。ただし、他の実施形態では、結
合機構２４１０～２４１６は、図１～図２３に関して説明される機能を可能にするために
、パネル２４０２～２４０６のうちの１つまたは複数の、互いに対する回転運動を与える
かまたは可能にすることができる。
【００７０】
　図２６は、全体的に２６００と称される、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウ
ェア状態を変更する方法の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態
では、方法２６００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、
図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～
図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子
デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、またはそれらの任意の
組合せにおいて実行され得る。
【００７１】
　特定の一実施形態では、電子デバイスは、折り畳みモード、完全展開モード、サミング
モード、ビデオ会議モード、およびトラベルクロックモードを含む明確なハードウェア構
成を含むことができる。各パネルまたはパネル間の折り畳み中のセンサは、パネルまたは
ヒンジ位置の変化を検出し、報告することができる。パネルまたはヒンジ位置は、約－１
８０度～約１８０度の間の範囲内などの折り畳み度で報告され得る。図１８～図２０に示
される内部センサ１８３４など、中間パネル中の１つまたは複数のセンサは、姿勢変化を
検出し、報告することができる。ソフトウェアコントローラは、センサ入力を収集し、分
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析することができ、センサ入力に応答して１つまたは複数のアクションをとることを決定
することができる。たとえば、ソフトウェアコントローラは、アプリケーションウィンド
ウまたはユーザインターフェース要素など、アプリケーションのサイズの変更を開始し、
アプリケーションの姿勢の変更を開始し、アプリケーションの自動起動を開始し、アプリ
ケーションの自動終了を開始し、アプリケーションの状態変更を開始し、またはアクショ
ンの組合せを行うことができる。
【００７２】
　図２６に示されるように、電子デバイスは、２６０２において定義されたソフトウェア
状態を有する。たとえば、定義されたソフトウェア状態は、アプリケーションが動作中で
あるか待機中であるか、アプリケーションがキーボード入力などのユーザ入力を受信する
かどうか、１つまたは複数のアプリケーションウィンドウサイズ、位置、姿勢、およびア
プリケーションに与えられたユーザインターフェースのタイプなど、１つまたは複数のパ
ラメータを示すことができる。定義されたソフトウェア状態２６０２は、アプリケーショ
ンにとって利用可能なパネルの数およびディスプレイモードを示すことができる。たとえ
ば、デバイスは折り畳み形態にあり得、ソフトウェアコントローラは１パネル縦方向モー
ドでアプリケーションを起動していることがあり得る。アプリケーションは、利用可能な
パネルの数およびディスプレイモードに応答して、ユーザエクスペリエンスを改善するた
めに、１つまたは複数の所定の状態を定義するかまたは含むことができる。
【００７３】
　センサ入力２６０４が受信され、２６０６においてパネル位置が分析される。特定の一
実施形態では、センサ入力２６０４は、ヒンジ位置、姿勢、または移動のうちの１つまた
は複数の変化を示すことができる。たとえば、ヒンジ位置の変化は、図１５～図１７のセ
ンサ１５１２～１５１６または図１８～図２０のセンサ１８１２および１８２２などのヒ
ンジセンサによって検出され得、姿勢または移動の変化は、図１５～図１７の内部センサ
１５３２～１５３６または図１８～図２０の内部センサ１８３４などの１つまたは複数の
内部センサによって検出され得る。さらに、ヒンジ位置の変化は、隣接するパネルに結合
されたインクリノメータによって検出される、隣接するパネルの相対姿勢の変化などを介
して、ヒンジセンサ以外のセンサによって間接的に検出され得る。
【００７４】
　判断２６０８に移動すると、電子デバイスが、定義されたハードウェア状態にあるかど
うかの判断が行われる。電子デバイスが定義されたハードウェア状態にない場合、処理は
２６０２に戻る。たとえば、判断されたハードウェア構成があらかじめ定義されたハード
ウェア構成の１つでない場合、ソフトウェアコントローラは、デバイスが既知の状態への
遷移中であると仮定し得、追加のセンサ入力を待機し得る。
【００７５】
　２６０８において、電子デバイスが定義されたハードウェア状態にあると判断された場
合、２６１０において、電子デバイスは新しいソフトウェア状態に入る。たとえば、電子
デバイスが完全展開ハードウェア構成にあると判断された場合、ソフトウェアコントロー
ラは、３パネル横方向モードまたは３パネル縦方向モードなどの新しいレイアウト要件を
用いて、アプリケーションを再構成することができる。
【００７６】
　特定の一実施形態では、ソフトウェアコントローラは、回路または他のハードウェア、
ファームウェア、図８のプロセッサ８１０、汎用プロセッサまたは専用プロセッサなど、
プログラム命令を実行する１つまたは複数のプロセッサ、またはそれらの任意の組合せに
よって実装され得る。特定の一実施形態では、図８のソフトウェア８３４などのアプリケ
ーションは、複数のあらかじめ定義された動作状態をサポートするために書き込まれ得、
特定のハードウェア状態または状態の変化を示す割込みまたはセマフォなどの制御信号に
応答し得る。特定の一実施形態では、ソフトウェアは、ハードウェア構成に照会すること
、およびソフトウェア状態を自己調整することを担当する。別の実施形態では、ソフトウ
ェアは、ソフトウェアコントローラからハードウェア状態変化メッセージを受信するイン
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ターフェースをサポートすることを担当する。
【００７７】
　図２７～図３１は、電子デバイス２７０１の検出されたハードウェア構成に応答して、
キーボードを自動的に構成することの特定の実施形態を示す。特定の一実施形態では、電
子デバイス２７０１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、
図９～図１４の電子デバイス９００の３パネルバージョン、図１５～図１７の電子デバイ
ス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、
図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、
またはそれらの任意の組合せであり得る。特定の一実施形態では、電子デバイス２７０１
は、図２６の方法２６００に従って動作するように構成される。
【００７８】
　図２７は、完全折り畳み形態２７００における電子デバイス２７０１を示す。完全折り
畳み形態２７００における電子デバイス２７０１は、単一のパネルディスプレイ面が露出
しており、ディスプレイウィンドウ２７０４およびキーボードエリア２７０２を示す。特
定の一実施形態では、キーボードエリア２７０２は、またディスプレイウィンドウを含む
ディスプレイ面の一部として表示される画像であり、タッチスクリーン表面において検出
されるキー押下によって作動され得る。図示のように、ディスプレイウィンドウ２７０４
とキーボードエリア２７０２とを含む画像は、単一の露出されたディスプレイ面上に縦方
向姿勢において表示される。別の実施形態では、電子デバイス２７０１は、ディスプレイ
ウィンドウとキーボードエリアとを含む画像を横方向姿勢において表示するように構成さ
れ得る。電子デバイス２７０１は、１つまたは複数のセンサに応答して、電子デバイス２
７０１の検出された姿勢に基づいて、縦方向姿勢または横方向姿勢において選択的にキー
ボードエリアを表示することができる。
【００７９】
　図２８は、サミング構成２８００における図２７の電子デバイス２７０１を示す。サミ
ング構成２８００では、下部パネルは、図２７に示される、より小さいキーボードエリア
２７０２よりも大きいキーボードエリア２８０２を表示するディスプレイ面を有する。中
間パネルの第１のディスプレイ面２８０４と上部パネルの第２のディスプレイ面２８０６
とは、２つの別々のディスプレイウィンドウを形成することができるか、または２パネル
有効スクリーンを形成するように組み合わせられ得る。図２７のキーボードエリア２７０
２よりも大きいキーボードエリア２８０２は、より容易な使用を可能にし、キーボードエ
リア２８０２を示しているディスプレイ面において、タッチスクリーンを介して有効デー
タ入力を移動することができる。
【００８０】
　図２９は、完全展開形態２９００における図２７の電子デバイス２７０１を示す。完全
展開形態２９００では、キーボードは、３つのパネルすべてにわたって展開され、３パネ
ル幅および１パネル高さの有効ディスプレイスクリーンを形成するように示されている。
有効スクリーンを備えるパネルの各々が、表示される横方向画像のそれぞれの部分を縦方
向構成において表示するが、横方向モードにおける有効ディスプレイスクリーンは高さよ
りも広い。キーボードの右端部分２９０２は、右端パネルのディスプレイエリアの右端部
分２９０８の下に表示される。中心パネルは、ディスプレイエリアの中心部分２９１０の
下にキーボードの中心部分２９０４を表示する。左端パネルは、ディスプレイエリアの左
端部分２９１２の下にキーボードの左端部分２９０６を表示する。
【００８１】
　図３０は、トラベルクロック構成３０００における図２７の電子デバイス２７０１を示
す。第１の水平パネルは、タッチスクリーン表面によって認識されるタッチを介して作動
され得るキーボードエリア３００２を表示する。中心パネルの第２のディスプレイ面３０
０４は、アプリケーションウィンドウ、アイコン、他のコントロール、ならびにクロック
表示の視覚表示のために使用され得る。第３のディスプレイ面３００６は、電源切断され
たディスプレイエリア、あるいは、常夜灯、１つまたは複数の装飾用デザインを表示する
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こと、ユーザが指定した表示、またはそれらの任意の組合せなど、他の機能を実行するデ
ィスプレイエリアを有することができる。
【００８２】
　図３１は、ビデオ会議構成３１００における図２７のデバイス２７０１を示す。カメラ
３１０４は、折り畳み形態において示される左端パネルの裏面上に示される。左端パネル
の裏面は、追加のディスプレイ３１０２などの追加のユーザインターフェース機構を含む
ことができる。さらに、右端パネルは、ディスプレイ面の下部におけるキーボードエリア
３１０６と、キーボードエリア３１０６の上方に配置され、ビデオ会議呼において参加者
の画像を示すことができるディスプレイエリア３１０８とを与えるように分割され得る。
一般に、図２７～図３１に示されるように、電子デバイス２７０１は、パネルの内部、ヒ
ンジの内部の１つまたは複数のセンサ、または他のセンサなどを介して、デバイス２７０
１の形態を認識するようにプログラム可能であり得、１つまたは複数の適切なディスプレ
イ面の適切な部分においてキーボードの表示を自動的に再構成することができる。ディス
プレイパネル、および特にキーボードの再構成、再表示、および再姿勢設定は、ユーザ構
成、折り畳み、ハードウェア調整、傾き、姿勢、加速度、またはそれらの任意の組合せに
応答して、ユーザのさらなる入力が必要とされるかまたは検出されることなしに自動的に
実行され得る。
【００８３】
　図３２～図３７は、電子デバイス３２０１の構成に応答し、アプリケーションを開くお
よび閉じるユーザ入力にさらに応答するアイコンコントロールパネルを有する電子デバイ
ス３２０１を示す。特定の一実施形態では、電子デバイス３２０１は、図１～図７の電子
デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００の３パ
ネルバージョン、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイ
ス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、
図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、
またはそれらの任意の組合せであり得る。特定の一実施形態では、電子デバイス３２０１
は、図２６の方法２６００に従って動作するように構成される。
【００８４】
　図３２は、完全折り畳み形態３２００における電子デバイス３２０１を示す。左端パネ
ルのディスプレイ面は、１つまたは複数のコントロール、または、たとえば、電力インジ
ケータ、信号強度インジケータ、アラーム信号、デジタルネットワーク帯域幅指示、表示
、またはそれらの任意の組合せを含むワイヤレス電話表示など、他の表示３２０４を示す
。上側ディスプレイ面は、代表的なアプリケーションアイコン３２０６などの複数のアプ
リケーションアイコンをさらに含む。アプリケーションアイコンは、ディスプレイ面にお
いてタッチセンシティブ表面を介してユーザ入力に応答することができる。電子デバイス
３２０１は、電話通信のために使用可能であり得、マイクロフォン３２４０、スピーカー
３２４２、電子デバイス３２０１の１つまたは複数の機能を可能にする他のハードウェア
要素、またはそれらの任意の組合せを含むことができる。
【００８５】
　図３３は、完全展開形態３３００における図３２の電子デバイス３２０１を示す。デバ
イス３２０１が図３２の完全折り畳み形態３２００から図３３の完全展開形態３３００ま
で展開されると、中心パネルのディスプレイスクリーン３３０８および右端パネルのディ
スプレイスクリーン３３１０が露出され、ユーザによって閲覧可能である。ディスプレイ
スクリーン３３０８および３３１０はデスクトップ領域を示すことができ、左端パネルは
代表的なアプリケーションアイコン３２０６を含むアイコンパネルを示し続けることがで
きる。
【００８６】
　図３４は、ユーザ入力に応答する、左端ディスプレイ面と中心ディスプレイ面３３０８
との間の間隙３４１４のほうへの代表的なアプリケーションアイコン３２０６の移動を示
す。たとえば、ユーザ入力は、間隙３４１４のほうへの代表的なアプリケーションアイコ
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ン３２０６の移動を示すドラッグ動作であり得、アプリケーションアイコン３２０６の移
動の速度および方向によって、代表的なアプリケーションアイコン３２０６が間隙３４１
４を越えて移動されるべきであることを示すことができる。代表的なアプリケーションア
イコン３２０６の移動は、矢印３４１２として示され、移動の速度は矢印３４１２の長さ
として示され、移動の方向は矢印３４１２の方向として示される。ユーザ入力がタッチス
クリーンにおけるドラッグ動作として受信されるように、アプリケーションアイコン３２
０６の移動の速度および方向は、ユーザ入力に関連付けられたユーザの意図の予測を行う
ために使用され得る。たとえば、ユーザ入力が間隙３２０６に達する前に終了した場合で
も、アプリケーションアイコン３２０６の移動の速度および方向は、ユーザ入力が間隙３
４１４を越えてアプリケーションアイコン３２０６を移動するように意図されることを予
測するために使用され得る。特定の一実施形態では、ユーザがユーザインターフェース要
素の動きを開始することができ、ユーザインターフェース要素がインターフェースのシミ
ュレートされた物理的特性に従ってその動きを続けることができるように、運動量および
摩擦など、ユーザインターフェース要素に対して１つまたは複数の物理法則がシミュレー
トされ得る。たとえば、ドラッグ動作によって動かされ、リリースされたインターフェー
ス要素は、ユーザにとって予測可能であり、ユーザによって自然または直観的であると知
覚され得るような方法で、減速し、停止することができる。
【００８７】
　図３４に示されるように、ユーザ入力によって与えられた移動の速度および方向は、ア
イコン３２０６が間隙３４１４を越えるための命令を示すので、アイコン３２０６の少な
くとも一部分は中心ディスプレイパネル３３０８に表示され得、アイコン３２０６の残り
の部分は左端ディスプレイパネルに表示され得る。このようにして、ユーザは、間隙３４
１４を越えて連続的動きを有する代表的なアプリケーションアイコン３２０６の視覚的基
準を維持することができる。特定の一実施形態では、図示されるように、アイコン３２０
６が比較的緩やかに移動されると、代表的なアプリケーションアイコン３２０６は、間隙
３４１４を越えて移動され得、中心ディスプレイエリア３３０８中に配置され得る。しか
しながら、アプリケーションアイコン３２０６が間隙３４１４を越えて十分な速度で移動
されると、電子デバイス３２０１は、間隙３４１４を越える代表的なアプリケーションア
イコン３２０６の移動を示すユーザ入力を、代表的なアプリケーションアイコン３２０６
に関連付けられたアプリケーションの起動命令と解釈することができる。
【００８８】
　図３５に示されるように、特定の一実施形態では、図３２～図３４のアプリケーション
アイコン３２０６が十分な速度で間隙３４１４を越えて引っ張られると、中心ディスプレ
イエリア３３０８においてアプリケーションウィンドウ３５１６を開くことなどによって
、アプリケーションアイコン３２０６に関連付けられたアプリケーションが起動される。
別の実施形態では、アプリケーションウィンドウ３５１６は中心ディスプレイ面３３０８
および右端ディスプレイ面３３１０にわたるように展開することができ、２パネル有効デ
ィスプレイスクリーンとして動作するように構成され得る。
【００８９】
　図３６に示されるように、特定の一実施形態では、ユーザは、アプリケーションウィン
ドウ３５１６に対して、矢印３６１８によって示される、間隙３４１４のほうへの移動を
有するように指示するユーザ入力を与えることによって、アプリケーションウィンドウ３
５１６を閉じるように電子デバイスに命令することができる。アプリケーションウィンド
ウ３５１６は、間隙３４１４のほうへ進行するように表示され得、また、電子デバイス３
２０１のユーザに、アプリケーションウィンドウ３５１６が少なくとも部分的に間隙３４
１４を越えているかのように見える視覚的連続性を与えるために、少なくとも一部分が左
端パネルの第１のディスプレイ面に表示されるように表示され得る。特定の一実施形態で
は、間隙３４１４を越える、アプリケーションウィンドウ３５１６の特定の動きが生じた
とき、またはこれから生じるときなど、アプリケーションウィンドウ３５１６がユーザ入
力によって間隙３４１４のほうへ十分な距離だけ移動するように命令されたとき、電子デ



(27) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

バイス３２０１は、アプリケーションウィンドウ３５１６に表示されたアプリケーション
を閉じるコマンドとしてユーザ入力を解釈し、アプリケーションおよびアプリケーション
ウィンドウ３５１６を閉じ、図３７に示されるように左端表面パネル中のその元の位置に
代表的なアプリケーションアイコン３２０６を戻すことができる。
【００９０】
　図３２～図３７は、イベントまたはユーザインターフェースとの対話をトリガするため
に、マルチスクリーン電子デバイス上のタッチスクリーン間の間隙を使用する対話の方法
を示す。間隙の配置およびサイズを知ることによって、アプリケーションまたはソフトウ
ェアは、別の対話の方法として間隙を使用することができる。一例として、ブラウザは、
１つのスクリーンから、残りのスクリーン上に表示するように起動され得る。第１のスク
リーンは、図３３のアプリケーションアイコン３２０６など、ブラウザのアイコンを含む
アプリケーションアイコンを含むことができる。ユーザは、ブラウザのアイコン上に自分
の指を置き、次いで図３４の間隙３４１４などのスクリーン間隙の方向にアイコンをドラ
ッグすることができる。ユーザが間隙に達すると、対話が開始され、視覚化され、残りの
スクリーン中に開いているブラウザを示すことができる。このトリガの逆の使用は、閉じ
る機能または非表示にする機能を開始して開始スクリーンに戻す、図３５のアプリケーシ
ョンウィンドウ３５１６など、開いているアプリケーションのある一部を所与の間隙を越
えてドラッグすることを含むことができる。
【００９１】
　図３４および図３６に示されるように、ユーザが複数のスクリーン上にドラッグしてい
る間、間隙を越えた方向および配置を両方とも示すために、ユーザインターフェース要素
の順方向側で視覚キューが使用され得る。ドラッグされると、アイコンまたはアプリケー
ションウィンドウなどのユーザインターフェース要素は、順方向にいくつかのピクセルだ
けシフトすることができるので、ユーザインターフェース要素は依然としてユーザに可視
であり、方向をキューイングする。アプリケーションを自動起動するか、またはユーザイ
ンターフェース要素を別のスクリーンに移動するなどのために、複数のスクリーン間の間
隙を越えてドラッグすると、ユーザインターフェース要素は、スクリーンを越えて移動す
る方向および能力を両方とも示すために、測定された間隙と同じ距離だけ順方向にシフト
することができる。方向、配置、および間隙を越える能力を示すことによって、電子デバ
イス３２０１は、ユーザインターフェース要素をドラッグする間、ユーザに連続キューを
与えることができる。結果として、ユーザ誤りが低減され得、電子デバイス３２０１のユ
ーザビリティが改善され得る。
【００９２】
　図３８を参照すると、加速度計とインクリノメータとを有する電子デバイス３８０１の
特定の例示的な実施形態が示され、全体的に３８００と称される。特定の一実施形態では
、電子デバイス３８０１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８０
０、図９～図１４の電子デバイス９００の３パネルバージョン、図１５～図１７の電子デ
バイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１０
０、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０
１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、
またはそれらの任意の組合せであり得る。特定の一実施形態では、電子デバイス３８０１
は、図２６の方法２６００に従って動作するように構成される。
【００９３】
　電子デバイス３８０１は、第１のディスプレイ面３８３２を有する第１のパネル３８０
２と、第２のディスプレイ面３８３４を有する第２のパネル３８０４と、第３のディスプ
レイ面３８３６を有する第３のパネル３８０６とを含む。３つのディスプレイ面３８３２
～３８３６は、３つのディスプレイ面３８３２～３８３６のすべてにわたって展開する単
一のディスプレイスクリーンをエミュレートするように制御される。第１のパネル３８０
２は第２のパネル３８０４の第１のエッジに回転可能に結合され、第３のパネル３８０６
は第２のパネル３８０４の第２のエッジに回転可能に結合される。インクリノメータ３８
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１０は第２のパネル３８１０に配置され、加速度計３８２０は第２のパネルの縦軸３８１
４からオフセットされる。プロセッサ３８３０などのコントローラは、インクリノメータ
３８１０と加速度計３８２０とに結合される。
【００９４】
　インクリノメータ３８１０は、第２のパネル３８０４の傾きの変化を検出するように構
成される。たとえば、インクリノメータ３８１０は、縦軸３８１４に関する縦回転方向３
８１２によって引き起こされる姿勢の変化を検出するように構成され得る。加速度計３８
２０は、第２のパネル３８０４の横方向姿勢から縦方向姿勢への面内回転方向３８２２を
検出するように構成され得る。
【００９５】
　特定の一実施形態では、プロセッサ３８３０は、グラフィカルユーザインターフェース
を有する少なくとも１つのソフトウェアアプリケーションを実行するように構成される。
プロセッサ３８３０は、インクリノメータ３８１０および加速度計３８２０に応答して、
第１のパネル３８３２と、第２のパネル３８３４と、第３のパネル３８３６とが少なくと
も１つの所定の折り畳み形態にあり、第２のパネル３８３４の回転中に第２のパネル３８
３４の傾きの変化がしきい値を超えないとき、第１のディスプレイ面３８３２、第２のデ
ィスプレイ面３８３４、第３のディスプレイ面３８３６、またはそれらの任意の組合せに
表示された画像を、画像の横方向タイプ表示から画像の縦方向タイプ表示へ再描画する。
たとえば、しきい値は、５度～３０度（または－５度～－３０度）の間の範囲内の角度で
あり得、約１５度（または－１５度）であり得る。
【００９６】
　たとえば、コントローラは、検出された加速度が、デバイス３８０１を携帯して歩いて
いる人について検出されることが予想されるであろう予想される加速度よりも速いこと、
およびインクリノメータ３８１０が傾きの変化がないこと（またはしきい値未満の変化で
あること）を検出したことを計算するように構成され得る。デバイス３８０１がコンテン
ツの周りを回転するとき、コントローラはコンテンツを所定の位置に保持することができ
る。ディスプレイは、ディスプレイの元の位置に比較して位置を変えることができるので
、コントローラは、加速度が停止するまでコンテンツを断続的に再描画することができる
。たとえば、これは、デバイス３８０１のユーザが机上にデバイス３８０１を置き、ディ
スプレイを縦方向から横方向に、または中間の任意の位置に切り替えるために、デバイス
３８０１を時計回りまたは反時計回りに回転させることを可能にする。
【００９７】
　図３９～図４１は、図３８の電子デバイス３８０１が横方向姿勢から縦方向姿勢まで回
転されるときのデバイス３８０１の動作を示す。
【００９８】
　図３９では、電子デバイス３８０１は、横方向モード３９００において示され、ウェブ
ブラウザアプリケーション画像が３つのディスプレイ面のすべてにわたって横方向タイプ
のディスプレイとして表示される。デバイス３８０１は、図４０に示される遷移位置４０
００を通して、中間パネルの傾きを実質的に変更することなしに、図４１に示されるプロ
ファイルモード位置４１００に反時計回りに回転され得る。たとえば、デバイス３８０１
は、テーブルまたは机などの表面上に平坦に配置され得、回転され得る。別の例として、
デバイス３８０１が回転されるとき、デバイス３８０１は、垂直な傾きなどの実質的に一
定の傾きにおいて保持され得る。
【００９９】
　図４０に示されるように、プロセッサ３８３０が、デバイス３８０１が面内回転方向３
８２２において回転するが、縦回転方向３８１２において著しくは回転しないことを示す
、加速度計３８２０およびインクリノメータ３８１０からの入力を受信するとき、ディス
プレイパネルに表示された画像は、閲覧者に対する画像の姿勢を維持するように断続的に
再描画され得る。そのような再描画は、ディスプレイ面が、基礎をなす画像に対して窓の
ように機能する外観をユーザに与えることができ、窓は回転し、画像は固定のままである
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。図４１は、図３９の横方向タイプ構成から反時計回りに１／４回転だけデバイスを回転
することによって達成される縦方向タイプ姿勢における電子デバイス３８０１を示す。し
たがって、ユーザは、ユーザがコンテンツを閲覧するための姿勢に満足するまで、デバイ
ス３８０１を断続的に回転することができる。
【０１００】
　特定の一実施形態では、ゲームアプリケーションは、ユーザがデバイス３８０１を回転
することによって制御入力を与えるように、デバイス３８０１によって実行され得る。た
とえば、運転アプリケーションは、展開されたディスプレイパネルにわたって、運転者か
ら見たレース場を表示することができ、ユーザは、レース場の車両のステアリングを制御
するハンドルとしてデバイス３８０１を回転させることができ、ビューは、デバイスとと
もに回転せず、代わりに、実質的に固定の、ユーザの視点からの姿勢のままである。さら
に、いくつかの状況では、デバイス３８０１の検出された回転は、ディスプレイの連続再
描画に加えて、特定のプロセスを開始するために使用され得る。たとえば、デバイス３８
０１がゲームアプリケーションを実行しているとき、検出された回転はデバイス３８０１
の１つまたは複数の振動アクチュエータ（図示されず）または他のハードウェア要素をト
リガすることができる。
【０１０１】
　図４２は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４２０
０の第２の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４２
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１０２】
　方法４２００は、デバイスが電源投入された後にユーザがアプリケーションを起動する
前など、アプリケーションを実行するためのユーザインターフェースが表示されていない
ときの電子デバイスのデフォルト状態を示す。センサ入力４２０２が受信され、４２０４
において新規のハードウェア形態を検出するために使用される。たとえば、センサ入力４
２０２は、１つまたは複数のヒンジセンサ、インクリノメータ、加速度計、１つまたは複
数の他のセンサ、またはそれらの任意の組合せなどを介して、マルチパネルデバイスの１
つまたは複数のパネルの相対姿勢、または姿勢の変化を示すことがある。
【０１０３】
　判断４２０６に移動すると、４２０６において、デバイスが完全折り畳み形態にあるか
どうかの判断が行われる。デバイスが完全折り畳み形態にあると判断された場合、４２０
８において、アイコンパネルがアクティブスクリーンに表示され得、他のスクリーンが電
源切断され得る。
【０１０４】
　デバイスが完全折り畳み形態にないと判断された場合、判断４２１０において、デバイ
スがサミング構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがサミング構成にあると判
断された場合、４２１２において、デスクトップアイコンが上部の２つの閲覧スクリーン
に表示され得、下部スクリーンにキーボードが表示され得る。
【０１０５】
　デバイスがサミング構成にないと判断された場合、判断４２１４において、デバイスが
トラベルクロック構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがトラベルクロック構
成にあると判断された場合、４２１６において、クロックが中間スクリーンに表示され得
、クロックモードコントロールが水平スクリーンに表示され得、背面スクリーンが電源切
断され得る。
【０１０６】
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　デバイスがトラベルクロック構成にないと判断された場合、判断４２１８において、デ
バイスが完全展開形態にあるかどうかの判断が行われる。デバイスが完全展開形態にある
と判断された場合、４２２０において、アイコンパネルが左端スクリーンに表示され得、
他の２つのスクリーンはアプリケーションのためにクリアなままにされ得る。
【０１０７】
　デバイスが完全展開形態にないと判断された場合、判断４２２２において、デバイスが
ビデオ会議構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがビデオ会議構成にあると判
断された場合、４２２４において、ビデオ会議ビデオがアクティブスクリーンの上部に表
示され得、ビデオ会議モードコントロールがアクティブスクリーンの下部に表示され得、
他のスクリーンは電源切断され得る。
【０１０８】
　デバイスがビデオ会議構成にないと判断された場合、４２２６において、デバイスが遷
移構成にあるという判断が行われ得、ディスプレイパネルにおいて変更は実行され得ず、
処理は４２０４に戻り得る。
【０１０９】
　方法４２００は５つのハードウェア構成を示すが、他の実施形態では、６つ以上の構成
または５つ未満の構成が使用され得る。たとえば、折り畳みスクリーンに似ている直立構
成は、電子デバイスに、２次デスクトップ機器として使用するために、ワイヤレスデータ
ネットワークを介して受信されたストリーミングリアルタイムニュース、株価、およびブ
ログフィードを自動的に表示し始めること、またはデバイスにおいて記憶されたプレイリ
ストまたはデータネットワークを介して受信されたプレイリストを再生し始めるオーディ
オまたはビデオファイルプレーヤを起動すること、またはユーザ構成に従って他のアプリ
ケーションを自動的に起動すること、あるいはそれらの任意の組合せを行わせことができ
る。さらに、カスタム構成は、電子デバイス中にプログラムされ得、センサ入力４２０２
が受信されたときに備えてテストされ得る。
【０１１０】
　図４３は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４３０
０の第３の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４３
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１１１】
　方法４３００は、複数のソフトウェア状態をサポートし、電子デバイスの構成変更に応
答するアプリケーションが動作しているときの電子デバイスのデフォルト状態を示す。ア
クティブアプリケーションを実行している間、センサ入力４３０２が受信され、４３０４
において新規のハードウェア構成を検出するために使用される。たとえば、センサ入力４
３０２は、１つまたは複数のヒンジセンサ、インクリノメータ、加速度計、１つまたは複
数の他のセンサ、またはそれらの任意の組合せなどを介して、マルチパネルデバイスの１
つまたは複数のパネルの相対姿勢、または姿勢の変化を示すことがある。
【０１１２】
　判断４３０６に移動すると、４３０６において、デバイスが完全折り畳み形態にあるか
どうかの判断が行われる。デバイスが完全折り畳み形態にあると判断された場合、アプリ
ケーションがシングルスクリーン構成をサポートすれば、４３０８において、シングルス
クリーンモードにおける、アプリケーションのアプリケーションウィンドウがアクティブ
スクリーンに表示され、他のスクリーンは電源切断される。アプリケーションがシングル
スクリーンモードをサポートしない場合、アプリケーションは中断され、アクティブスク
リーンに表示され得ない。
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【０１１３】
　デバイスが完全折り畳み形態にないと判断された場合、判断４３１０において、デバイ
スがサミング構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがサミング構成にあると判
断された場合、４３１２において、アプリケーションウィンドウが２パネル有効スクリー
ンに表示され得、キーボードが下部スクリーンに表示される。
【０１１４】
　デバイスがサミング構成にないと判断された場合、判断４３１４において、デバイスが
トラベルクロック構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがトラベルクロック構
成にあると判断された場合、アプリケーションがトラベルクロック構成をサポートすれば
、４３１６において、中間スクリーン上のクロックまたは水平スクリーン上のクロックモ
ードコントロール、あるいは両方をもつアプリケーションインターフェースが表示され、
背面スクリーンは電源切断される。アプリケーションがトラベルクロック構成をサポート
しない場合、アプリケーションは中断され得、表示され得ない。
【０１１５】
　デバイスがトラベルクロック構成にないと判断された場合、判断４３１８において、デ
バイスが完全展開形態にあるかどうかの判断が行われる。デバイスが完全展開形態にある
と判断された場合、アプリケーションが完全展開形態をサポートすれば、４３２０におい
て、アプリケーションウィンドウが３つのスクリーンのすべてにわたって表示され得る。
アプリケーションが完全展開形態をサポートしなければ、アプリケーションウィンドウが
１つまたは複数のスクリーンに表示され得る。
【０１１６】
　デバイスが完全展開形態にないと判断された場合、判断４３２２において、デバイスが
ビデオ会議構成にあるかどうかの判断が行われる。デバイスがビデオ会議構成にあると判
断された場合、アプリケーションがビデオ会議構成をサポートすれば、４３２４において
、アクティブスクリーンの上部のビデオおよび／またはアクティブスクリーンの下部のビ
デオ会議モードコントロールをもつアプリケーションインターフェースが表示され得、他
のスクリーンは電源切断され得る。アプリケーションがビデオ会議構成をサポートしなけ
れば、アプリケーションは中断され得る。
【０１１７】
　デバイスがビデオ会議構成にないと判断された場合、４３２６において、デバイスが遷
移構成にあるという判断が行われ得、ディスプレイパネルにおいて変更は実行され得ず、
処理は４３０４に戻り得る。
【０１１８】
　特定の一実施形態では、アプリケーションによってサポートされない１つまたは複数の
構成において、アプリケーションが中断された場合、アプリケーションが中断されたこと
を示すために１つまたは複数のアイコンまたは他のインジケータが表示され得る。別の実
施形態では、アプリケーションを中断するのではなく、アプリケーションは実行され続け
得るが、グラフィカルユーザインターフェースは表示され得ない。たとえば、デバイスが
、オーディオファイルプレーヤによってサポートされない構成に変更されると、オーディ
オファイルプレーヤのためのインターフェースは表示され得ないが、オーディオファイル
プレーヤはプレイリストを再生し続けることができる。別の実施形態では、アプリケーシ
ョンは、アプリケーションによってサポートされない構成への遷移に応答して、中断され
得るのではなく、自動終了され得る。別の実施形態では、アプリケーションは、アプリケ
ーションが中断されるべきか自動終了されるべきかを制御する構成データを含むことがで
きる。
【０１１９】
　特定の一実施形態では、デバイスは、構成変更を検出することに基づいて、他の動作を
実行することができる。たとえば、図４８に関して論じられるように、ブラウザウィンド
ウが開き、特定のウェブサイトからのコンテンツを表示するとき、デバイスは、構成変更
により増加または減少する利用可能な画面サイズまたは解像度に基づいてコンテンツを再
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送信するように、ウェブサイトに自動的に要求することができる。別の例として、ビデオ
プレーヤは、完全展開形態から、完全折り畳み、トラベルクロック、またはサミング構成
などへの構成変更により、利用可能な画面サイズが縮小されると、ワイドスクリーンディ
スプレイモードから低解像度ナローディスプレイモードに自動的に変化することができる
。
【０１２０】
　方法４３００は５つのハードウェア構成を示すが、他の実施形態では、６つ以上の構成
または５つ未満の構成が使用され得る。たとえば、折り畳みスクリーンに似ている直立構
成は、電子デバイスに、２次デスクトップ機器として使用するために、左端パネルにアプ
リケーションのためのアプリケーションインターフェースを表示すること、ならびに中心
および右端パネルに、ワイヤレスデータネットワークを介して受信されたストリーミング
リアルタイムニュース、株価、およびブログフィードを自動的に表示し始めることを行わ
せことができる。さらに、カスタム構成は、電子デバイスにプログラムされ得、センサ入
力４３０２が受信されたときに備えてテストされ得る。
【０１２１】
　さらに、図４２および図４３に示される実施形態の一方または両方は、追加の構成判断
を含むことができる。たとえば、方法４２００、４３００、または両方は、デバイスが縦
方向姿勢にあるか、横方向姿勢にあるか、または（たとえば、図３８～図４１に関して説
明されたように）回転姿勢にあるかの１つまたは複数の判断を含むことができる。判断に
基づいて、デバイスは、追加のソフトウェア構成およびユーザインターフェースの変更を
行うことができる。例示するために、センサ入力４２０２または４３０２が、デバイスが
完全展開形態にあることを示し、アクティブアプリケーションがビデオプレーヤであると
き、ビデオは、デバイスが横方向姿勢にある（たとえば、デバイスが上下方向よりも左右
方向のほうが長くなるようにデバイスが保持されている）ことを検出されると、３つのス
クリーンのすべてにわたって表示され得るが、デバイスが縦方向姿勢にある（たとえば、
デバイスが左右方向よりも上下方向のほうが長くなるようにデバイスが保持されている）
ことを検出されると、上部の２つのスクリーンにのみ表示され得る。特定の一実施形態で
は、ビデオは利用可能なディスプレイエリアにわたるように伸張され得るが、別の実施形
態では、表示中にビデオのアスペクト比が保持され得る。
【０１２２】
　図４４は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４４０
０の第４の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４４
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１２３】
　４４０２において、第1の形態から第２の形態へのハードウェア構成変更が電子デバイ
スにおいて検出される。電子デバイスは、少なくとも、第１のディスプレイ面を有する第
１のパネルと、第２のディスプレイ面を有する第２のパネルとを含む。ハードウェア構成
変更は、第２のディスプレイパネルに対する第１のディスプレイパネルの相対姿勢の変更
を含む。４４０４に進むと、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とに表示され
たグラフィカルユーザインターフェースは、第２の形態に少なくとも部分的に基づいて自
動的に修正される。
【０１２４】
　特定の一実施形態では、第１のパネルは、第２のパネルの第１のヒンジ式エッジに沿っ
て第２のパネルに回転可能に結合され、第３のパネルは、第２のパネルの第２のヒンジ式
エッジに沿って第２のパネルに回転可能に結合され、第３のパネルは第３のディスプレイ
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面を有する。
【０１２５】
　特定の一実施形態では、第１のパネルは第１のディスプレイ面の反対側に第１の裏面を
有し、第２のパネルは第２のディスプレイ面の反対側に第２の裏面を有し、第３のパネル
は第３のディスプレイ面の反対側に第３の裏面を有する。第２の形態は、第２の裏面に近
接した第１の裏面と、第３のディスプレイ面に近接した第２のディスプレイ面とを有する
折り畳み形態を含むことができる。グラフィカルユーザインターフェースは、第１のディ
スプレイ面に表示し、第２のディスプレイ面または第３のディスプレイ面には表示しない
ように自動的に修正され得る。たとえば、第２の形態は図２の完全折り畳み形態２００で
あり得る。
【０１２６】
　別の実施形態では、第２の形態は、第２のパネルとほぼ同一平面である第１のパネルを
有し、第３のパネルとほぼ同一平面である第２のパネルを有する完全展開形態を含む。第
１のディスプレイ面と、第２のディスプレイ面と、第３のディスプレイ面とは、第１のパ
ネルと、第２のパネルと、第３のパネルとにわたって展開する実質的に連続的なディスプ
レイ面を形成することができる。グラフィカルユーザインターフェースは、実質的に連続
的なディスプレイ面にわたって表示されるグラフィカル要素を拡張するように自動的に修
正され得る。たとえば、第２の形態はそれぞれ図５または図６の完全展開形態５００であ
り得る。
【０１２７】
　別の実施形態では、第２の形態は、実質的に連続的な２パネルディスプレイ面を形成す
るために、第２のパネルとほぼ同一平面である第１のパネルを含む。第２の形態はまた、
第２のディスプレイ面と第３のディスプレイ面とによって形成される角度が９０度よりも
大きく、１８０度未満であるように配置される第３のパネルを含むことができる。角度は
約１３５度である。グラフィカルユーザインターフェースは、キーボードを第３のディス
プレイ面に表示し、他のインターフェース要素を実質的に連続的な２パネルディスプレイ
面に表示するように自動的に修正され得る。たとえば、第２の形態は図３のサミング構成
３００であり得る。
【０１２８】
　別の実施形態では、第２の形態は、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面とに
よって形成される第１の角度が約２７０度になるように配置された第１のパネルと第２の
パネルとを含み、第２のディスプレイ面と第３のディスプレイ面とによって形成される第
２の角度は約１３５度である。グラフィカルユーザインターフェースは、第２のディスプ
レイパネルにクロックを表示するように自動的に修正され得る。たとえば、第２の形態は
図４のトラベルクロック構成４００であり得る。
【０１２９】
　別の実施形態では、第２の形態はビデオ会議構成であり、第１のパネルと第２のパネル
とはほぼ同一平面であり、第３のパネルは、第２のディスプレイ面が第３のディスプレイ
面に近接するように第２のパネル上に折り畳まれ、第３のパネルの裏面内に格納されたカ
メラが、デバイスのユーザの画像をキャプチャする視界を有する。グラフィカルユーザイ
ンターフェースは、第１のディスプレイ面にビデオ画像を表示し、第２のディスプレイ面
または第３のディスプレイ面には表示しないように自動的に修正され得る。たとえば、第
２の形態は図７のビデオ会議構成７００であり得る。
【０１３０】
　図４５は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４５０
０の第５の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４５
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
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１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１３１】
　４５０２において、電子デバイスの第１のディスプレイ面においてグラフィカルユーザ
インターフェース要素を移動するユーザ入力が受信される。電子デバイスは、間隙によっ
て第１のディスプレイ面から分離されている第２のディスプレイ面をさらに含む。４５０
４に移動すると、グラフィカルユーザインターフェース要素の少なくとも一部分が第１の
ディスプレイ面のエッジを離れて間隙のほうへ移動されるべきであるという判断が行われ
る。４５０６に進むと、第１のディスプレイ面におけるグラフィカルユーザインターフェ
ース要素の配置と移動方向とに基づいて、グラフィカルユーザインターフェース要素の少
なくとも一部分が第２のディスプレイ面に表示される。
【０１３２】
　たとえば、グラフィカルユーザインターフェース要素は、左端ディスプレイ面に表示さ
れる第１の部分を有し、間隙３４１４を越えて移動３４１２中に中心ディスプレイ面に表
示される第２の部分を有するように図３４中に表示されるアイコン３２０６などのアプリ
ケーションアイコンであり得る。別の例として、グラフィカルユーザインターフェース要
素は、左端ディスプレイ面に表示される第１の部分を有し、間隙３４１４を越えて移動３
６１８中に中心ディスプレイ面に表示される第２の部分を有するように図３６中に表示さ
れるウィンドウ３５１６などのアプリケーションウィンドウであり得る。
【０１３３】
　図４６は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４６０
０の第６の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４６
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１３４】
　４６０２において、電子デバイスの第１のディスプレイ面においてアプリケーションア
イコンを移動するユーザ入力が受信される。電子デバイスは、間隙によって第１のディス
プレイ面から分離されている第２のディスプレイ面をさらに含む。たとえば、ユーザ入力
は、第１のディスプレイ面におけるタッチスクリーンにおけるアプリケーションアイコン
のドラッグ操作を含むことができる。例示的な一実施形態では、アプリケーションアイコ
ンは図３２～図３５のアイコン３２０６である。
【０１３５】
　４６０４に進むと、アプリケーションアイコンが、ユーザ入力に基づいて第１のディス
プレイ面のエッジを離れて間隙のほうへ移動されるべきであるという判断が行われる。た
とえば、アイコン３２０６は、図３４に示されるように間隙３４１４のほうへ移動され得
る。４６０６に進むと、アプリケーションアイコンが第１のディスプレイのエッジを離れ
て移動されることに応答して、アプリケーションアイコンに関連付けられたアプリケーシ
ョンが起動される。４６０８に進むと、アプリケーションアイコンに関連付けられたアプ
リケーションのためのユーザインターフェースの少なくとも一部分は、図３５に示される
第２のディスプレイ面３３０８におけるアプリケーションウィンドウ３５１６など、第２
のディスプレイ面に表示される。
【０１３６】
　図４７は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４７０
０の第７の例示的な実施形態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法４７
００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
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バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１３７】
　４７０２において、複数のアプリケーションアイコンが電子デバイスの第１のディスプ
レイ面に表示され、アプリケーションのためのアプリケーションインターフェースウィン
ドウが電子デバイスの第２のディスプレイ面に表示される。第１のディスプレイ面は、間
隙によって第２のディスプレイ面から分離されている。例示的な一実施形態では、アプリ
ケーションインターフェースウィンドウは、図３５に示されるように、間隙３４１４によ
ってアプリケーションアイコンから分離された第２のディスプレイ面３３０８におけるア
プリケーションウィンドウ３５１６であり得る。
【０１３８】
　４７０４に移動すると、第２のディスプレイ面におけるアプリケーションインターフェ
ースウィンドウの少なくとも一部分を移動するユーザ入力が受信される。たとえば、ユー
ザ入力は、第２のディスプレイ面におけるタッチスクリーンにおけるアプリケーションア
イコンのドラッグ操作を含むことができる。４７０６に進むと、アプリケーションインタ
ーフェースウィンドウの少なくとも一部分が、ユーザ入力に基づいて第２のディスプレイ
面のエッジを離れて間隙のほうへ移動されるべきであるという判断が行われる。４７０８
に進むと、図３６～図３７においてアプリケーションウィンドウ３５１６が間隙３４１４
を越えて移動されるものとして示されるように、アプリケーションインターフェースウィ
ンドウの部分が第２のディスプレイ面のエッジを離れて移動されることに応答して、アプ
リケーションインターフェースウィンドウが閉じられる。
【０１３９】
　４７１０に進むと、特定の一実施形態では、アプリケーションインターフェースウィン
ドウの部分が第２のディスプレイのエッジを離れて移動されることに応答して、アプリケ
ーションに関連付けられたアプリケーションアイコンが第１のディスプレイ面に表示され
る。たとえば、アプリケーションウィンドウ３５１６の部分が間隙３４１４を越えて移動
された後のアプリケーションアイコン３２０６は、図３７中に表示される。４７１２に進
むと、特定の一実施形態では、アプリケーションインターフェースウィンドウの部分が第
２のディスプレイのエッジを離れて移動されることに応答して、アプリケーションが閉じ
られる。
【０１４０】
　図４８は、マルチパネル電子デバイスにおいてソフトウェア状態を変更する方法４８０
０の第８の例示的な実施形態のフローチャートである。画面サイズと画面解像度とに応じ
て、マルチパネル電子デバイスにおけるウェブブラウザは、ウェブブラウザがウェブサー
バにそれ自体を提示する方法を自動的に変更することができる。電子デバイスのパネルを
折り畳むことまたは展開することなどによって画面サイズおよび／または画面解像度が変
化すると、現在のウェブサイトは、新しいブラウザ識別パラメータに対してサービスされ
るウェブサイトで自動的にリフレッシュされ得る。ユーザは折り畳み形態を変更すること
によってデバイスのパラメータを変更し、デバイスは、ウェブサイトが、デバイスの新し
いパラメータに適し得るウェブコンテンツを自動的にサービスすることを可能にする情報
を、自動的に送信することができる。
【０１４１】
　特定の一実施形態では、方法４８００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電
子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス
１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図
２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図
２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８
～図４１の電子デバイス３８０１、またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。



(36) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

【０１４２】
　４８０２において、第1の形態から第２の形態へのハードウェア構成変更が電子デバイ
スにおいて検出される。電子デバイスは、少なくとも、第１のディスプレイ面を有する第
１のパネルと、第２のディスプレイ面を有する第２のパネルとを含む。第１のディスプレ
イ面および第２のディスプレイ面の閲覧エリアに対応する有効画面サイズまたは画面解像
度のうちの少なくとも１つは、ハードウェア構成変更に応答して修正される。たとえば、
第１のパネルはヒンジを介して第２のパネルに結合され得、ハードウェア構成変更は第２
のパネルに対する第１のパネルの相対姿勢の変化を含むことができる。
【０１４３】
　４８０４に移動すると、ハードウェア構成変更、すなわち修正された有効画面サイズま
たは修正された画面解像度のうちの少なくとも１つに基づく少なくとも１つのパラメータ
に応答して、少なくとも１つのパラメータがウェブサーバに送信される。
【０１４４】
　特定の一実施形態では、少なくとも１つのパラメータはブラウザ設定を示す。４８０６
に進むと、ハードウェア構成変更に基づいてブラウザインターフェースが自動的に修正さ
れ得る。４８０８に進むと、ウェブサーバから修正されたコンテンツが受信され得、修正
されたコンテンツは、ブラウザ設定に基づいて表示されるようにフォーマットされている
。４８１０に進むと、修正されたブラウザインターフェースに修正されたコンテンツが表
示され得る。
【０１４５】
　電子デバイスは、ハードウェア構成変更を検出することに応答して、追加のユーザ入力
を受信することなしに、少なくとも１つのパラメータを送信し、ブラウザインターフェー
スを自動的に修正し、修正されたコンテンツを表示するように構成され得る。例示するた
めに、ブラウザアプリケーションが動作している間に図１の電子デバイス１０１が図２の
完全折り畳み形態２００に折り畳まれると、デバイス１０１は、第１の面１０２に表示す
るようにブラウザを自動的に構成することができ、モバイルブラウザタイプとしてウェブ
ブラウザを識別することなどによって、ブラウザに表示されるコンテンツを与えているウ
ェブサーバに、縮小されたページコンテンツをもつモバイルデバイスウェブページの要求
を送信することができる。デバイス１０１が図５の完全展開形態５００または図６の６０
０に変更されると、デバイス１０１は、デスクトップブラウザタイプまたはラップトップ
ブラウザタイプとしてウェブブラウザを識別することなどによって、３つのディスプレイ
面１０２～１０６のすべてにわたって表示するようにブラウザを自動的に構成することが
でき、提供するウェブサーバに対して、より多くのコンテンツをもつデスクトップタイプ
ウェブページの要求を送信することができる。
【０１４６】
　図４９を参照すると、加速度計を有する電子デバイス４９０１の特定の例示的な実施形
態が示され、全体的に４９００と称される。特定の一実施形態では、電子デバイス４９０
１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電
子デバイス９００の３パネルバージョン、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１
８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の
電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の
電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子
デバイス３８０１、またはそれらの任意の組合せである。特定の一実施形態では、電子デ
バイス４９０１は、図２６の方法２６００、図４２の方法４２００、図４３の方法４３０
０、図４４の方法４４００、図４５の方法４５００、図４６の方法４６００、図４７の方
法４７００、図４８の方法４８００、またはそれらの任意の組合せに従って動作するよう
に構成される。
【０１４７】
　電子デバイス４９０１は、第１のディスプレイ面４９０８を有する第１のパネル４９０
２と、第２のディスプレイ面４９１０を有する第２のパネル４９０４と、第３のディスプ



(37) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

レイ面４９１２を有する第３のパネル４９０６とを含む。３つのディスプレイ面４９０８
～４９１２は、すべての３つのディスプレイ面４９０８～４９１２にわたって展開する単
一のディスプレイスクリーンをエミュレートするように制御され得る。第１のパネル４９
０２は第２のパネル４９０４の第１のエッジに回転可能に結合され、第３のパネル４９０
６は第２のパネル４９０４の第２のエッジに回転可能に結合される。第１の加速度計４９
２２は第１のパネル４９０２に配置され、第２の加速度計４９２４は第２のパネル４９０
４に配置され、第３の加速度計４９２６は第３のパネル４９０６に配置される。姿勢モジ
ュール４９９４は、第１の加速度計４９２２から第１の加速度データ４９８２を受信する
ために結合される。姿勢モジュール４９９４は、第２の加速度計４９２４から第２の加速
度データ４９８４を受信するために結合される。姿勢モジュール４９９４は、第３の加速
度計４９２６から第３の加速度データ４９８６を受信するために結合される。プロセッサ
４９９８などのコントローラは、矢印４９９６で示されるように姿勢モジュール４９９４
に結合される。相互に直交する軸Ｘ１、Ｙ１、およびＺ１は、第１の加速度計４９２２に
関連付けられる。相互に直交する軸Ｘ２、Ｙ２、およびＺ２は、第２の加速度計４９２４
に関連付けられる。相互に直交する軸Ｘ３、Ｙ３、およびＺ３は、第３の加速度計４９２
６に関連付けられる。
【０１４８】
　第１の加速度計４９２２は、第１のパネル４９０２に結合され、第１のパネル４９０２
の加速度に関係付けられる第１の加速度データ４９８２を生成するように構成され得る。
第２の加速度計４９２４は、第２のパネル４９０４に結合され、第２のパネル４９０４の
加速度に関係付けられる第２の加速度データ４９８４を生成するように構成され得る。第
３の加速度計４９２６は、第３のパネル４９０６に結合され、第３のパネル４９０６の加
速度に関係付けられる第３の加速度データ４９８６を生成するように構成され得る。姿勢
モジュール４９９４は、第１の加速度計４９２２から受信された第１の加速度データ４９
８２と、第２の加速度計４９２４から受信された第２の加速度データ４９８４と、第３の
加速度計４９２６から受信された第３の加速度データ４９８６とに少なくとも部分的に基
づいて電子デバイス４９０１の構成を判断するように構成され得る。
【０１４９】
　特定の一実施形態では、姿勢モジュール４９９４は、重力の方向に対する第１のディス
プレイ面４９０８の第１の姿勢と、重力の方向に対する第２のディスプレイ面４９１０の
第２の姿勢と、重力の方向に対する第３のディスプレイ面４９１２の第３の姿勢とに基づ
いて電子デバイス４９０１の構成を判断するように構成される。特定の一実施形態では、
プロセッサ４９９８は、電子デバイス４９０１の構成の検出された変化に基づいて、第１
のディスプレイ面４９０８、第２のディスプレイ面４９１０、および第３のディスプレイ
面４９１２のうちの少なくとも１つに提供されるグラフィカルユーザインターフェース（
ＧＵＩ）を自動的に調整するように構成される。
【０１５０】
　図５０を参照すると、完全展開形態における図４９の電子デバイス４９０１が示され、
全体的に５０００と称される。完全展開形態５０００では、第１の加速度計４９２２によ
って感知される加速度は矢印５０３２によって示され、第２の加速度計４９２４によって
感知される加速度は矢印５０３４によって示され、第３の加速度計４９２６によって感知
される加速度は矢印５０３６によって示されている。加速度５０３２～５０３６は、重力
に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば負のＺ１方向に、
第２の加速度計４９２４によれば負のＺ２方向に、第３の加速度計４９２６によれば負の
Ｚ３方向にある。加速度５０３２～５０３６はまた、矢印５０３２～５０３６のそれぞれ
の長さで表されるように実質的に同じ大きさである。
【０１５１】
　図５１を参照すると、完全折り畳み形態における図４９の電子デバイス４９０１が示さ
れ、全体的に５１００と称される。完全折り畳み形態５１００では、第１の加速度計４９
２２によって感知される加速度は矢印５１３２によって示され、第２の加速度計４９２４
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によって感知される加速度は矢印５１３４によって示され、第３の加速度計４９２６によ
って感知される加速度は矢印５１３６によって示されている。加速度５１３２～５１３６
は、重力に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば負のＺ１
方向に、第２の加速度計４９２４によれば正のＺ２方向に、第３の加速度計４９２６によ
れば負のＺ３方向にある。第２の加速度計４９２４によって感知される加速度５１３４の
方向は、第１の加速度計４９２２によって感知される加速度５１３２の方向と反対であり
、第３の加速度計４９２６によって感知される加速度５１３６の方向と反対である。完全
折り畳み形態５１００では、第２の加速度計４９２４は、第１の加速度計４９２２に対し
て、および第３の加速度計４９２６に対して「逆さま」である。加速度５１３２～５１３
６は、矢印５１３２～５１３６のそれぞれの長さで表されるようにすべて実質的に同じ大
きさである。
【０１５２】
　図５２を参照すると、サミング構成における図４９の電子デバイス４９０１が示され、
全体的に５２００と称される。サミング構成５２００では、第１の加速度計４９２２によ
って感知される加速度は矢印５２３２によって示され、第２の加速度計４９２４によって
感知される加速度は矢印５２３４によって示され、第３の加速度計４９２６によって感知
される加速度は矢印５２３６によって示されている。加速度５２３２～５２３６は、重力
に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば負のＺ１方向にあ
り、第２の加速度計４９２４によれば重力成分５２５０は負のＺ２方向に、重力成分５２
５２は負のＸ２方向にあり、第３の加速度計４９２６によれば重力成分５２４０は負のＺ
３方向に、重力成分５２４２は負のＸ３方向にある。加速度５２３２～５２３６は、矢印
５２３２～５２３６のそれぞれの長さで表されるようにすべて実質的に同じ大きさである
。
【０１５３】
　重力成分５２４０の大きさは、加速度５２３６と重力成分５２４２との間の角度の正弦
と加速度５２３６の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０度である場合、重力成
分５２４０の大きさは、加速度５２３６の大きさの１／２であり、また、加速度５２３２
の大きさは加速度５２３６の大きさと同じなので加速度５２３２の大きさの１／２である
。同様に、重力成分５２５０の大きさは、加速度５２３４と重力成分５２５２との間の角
度の正弦と加速度５２３４の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０度である場合
、重力成分５２５０の大きさは、加速度５２３４の大きさの１／２であり、また、加速度
５２３４の大きさは加速度５２３２の大きさと同じなので加速度５２３２の大きさの１／
２である。
【０１５４】
　図５３を参照すると、ビデオ会議構成における図４９の電子デバイス４９０１が示され
、全体的に５３００と称される。ビデオ会議構成５３００では、第１の加速度計４９２２
によって感知される加速度は矢印５３３２によって示され、第２の加速度計４９２４によ
って感知される加速度は矢印５３３４によって示され、第３の加速度計４９２６によって
感知される加速度は矢印５３３６によって示されている。加速度５３３２～５３３６は、
重力に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば負のＺ１方向
に、第２の加速度計４９２４によれば負のＺ２方向に、第３の加速度計４９２６によれば
正のＺ３方向にある。第３の加速度計４９２６によって感知される加速度５３３６の方向
は、第１の加速度計４９２２によって感知される加速度５３３２の方向と反対であり、第
２の加速度計４９２４によって感知される加速度５３３４の方向と反対である。ビデオ会
議構成５３００では、第３の加速度計４９２６は、第１の加速度計４９２２に対して、お
よび第２の加速度計４９２４に対して「逆さま」である。加速度５３３２～５３３６は、
矢印５３３２～５３３６のそれぞれの長さで表されるようにすべて実質的に同じ大きさで
ある。
【０１５５】
　図５４を参照すると、トラベルクロック構成における図４９の電子デバイス４９０１が
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示され、全体的に５４００と称される。トラベルクロック構成５４００では、第１の加速
度計４９２２によって感知される加速度は矢印５４３２によって示され、第２の加速度計
４９２４によって感知される加速度は矢印５４３４によって示され、第３の加速度計４９
２６によって感知される加速度は矢印５４３６によって示されている。加速度５４３２～
５４３６は、重力に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば
重力成分５４４０は負のＺ１方向に、重力成分５４４２は負のＸ１方向にあり、第２の加
速度計４９２４によれば重力成分５４５０は負のＺ２方向に、重力成分５４５２は正のＸ
２方向にあり、第３の加速度計４９２６によれば負のＺ３方向にある。加速度５４３２～
５４３６は、矢印５４３２～５４３６のそれぞれの長さで表されるようにすべて実質的に
同じ大きさである。
【０１５６】
　重力成分５４４０の大きさは、加速度５４３２と重力成分５４４２との間の角度の正弦
と加速度５４３２の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０度である場合、重力成
分５４４０の大きさは、加速度５４３２の大きさの１／２であり、また、加速度５４３２
の大きさは加速度５４３６の大きさと同じなので加速度５４３６の大きさの１／２である
。同様に、重力成分５４５０の大きさは、加速度５４３４と重力成分５４５２との間の角
度の正弦と加速度５４３４の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０度である場合
、重力成分５４５０の大きさは、加速度５４３４の大きさの１／２であり、また、加速度
５４３４の大きさは加速度５４３６の大きさと同じなので加速度５４３６の大きさの１／
２である。
【０１５７】
　図５５を参照すると、デュアルパネル構成における図４９の電子デバイス４９０１が示
され、全体的に５５００と称される。デュアルパネル構成５５００では、第１の加速度計
４９２２によって感知される加速度は矢印５５３２によって示され、第２の加速度計４９
２４によって感知される加速度は矢印５５３４によって示され、第３の加速度計４９２６
によって感知される加速度は矢印５５３６によって示されている。加速度５５３２～５５
３６は、重力に起因し、すべて重力の方向にあり、第１の加速度計４９２２によれば正の
Ｚ１方向に、第２の加速度計４９２４によれば負のＺ２方向に、第３の加速度計４９２６
によれば負のＺ３方向にある。第１の加速度計４９２２によって感知される加速度５５３
２の方向は、第２の加速度計４９２４によって感知される加速度５５３４の方向と反対で
あり、第３の加速度計４９２６によって感知される加速度５５３６の方向と反対である。
デュアルパネル構成５５００では、第１の加速度計４９２２は、第２の加速度計４９２４
に対して、および第３の加速度計４９２６に対して「逆さま」である。加速度５５３２～
５５３６は、矢印５５３２～５５３６のそれぞれの長さで表されるようにすべて実質的に
同じ大きさである。
【０１５８】
　特定の一実施形態では、図５５に示されるデュアルパネル構成は、「ブックモード」と
して機能し、第２の加速度計４９２４と第３の加速度計４９２６とを含むパネルはブック
の両面をシミュレートすることができる。そのようなブックモード構成では、第１の加速
度計４９２２を含むパネルは、通常動作中にユーザから離れて後ろに折り畳まれ、エネル
ギー（たとえば、図８のバッテリー８８４および８８６によって供給されるエネルギー）
を節約するためにオフにされ得る。図５５に示される特定の構成はブックモードパネルを
ほぼ同一平面であるものとして示しているが、代わりに、さらにブックの中のテキストお
よび画像を閲覧することをシミュレートするために、パネルは互いに向かってわずかに曲
げられ得ることに留意されたい。
【０１５９】
　さらに、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４
の電子デバイス９００の３パネルバージョン、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、
図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２
３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３
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１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、ならびに図３８～
図４１の電子デバイス３８０１のうちの１つまたは複数は、前述された１つまたは複数の
所定の構成に加えてブックモード構成において動作するようにも構成され得る。
【０１６０】
　図５６は、電子デバイスの構成を判断する方法５６００の第１の例示的な実施形態のフ
ローチャートである。特定の一実施形態では、方法５６００は、図１～図７の電子デバイ
ス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図
１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デ
バイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デ
バイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイ
ス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバイス４
９０１、またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１６１】
　センサ入力５６０２が受信され、５６０４において新規のハードウェア構成を検出する
ために使用される。新規のハードウェア構成は、第１のパネル（ｇ１）と第２のパネル（
ｇ２）と第３のパネル（ｇ３）とに対する重力の大きさ（Ｍ）および方向（Ｄ）を使用し
て加速度データに基づいて検出される。たとえば、センサ入力４２０２は、１つまたは複
数の加速度計などを介して、マルチパネルデバイスの１つまたは複数のパネルの相対姿勢
、または姿勢の変化を示すことがある。
【０１６２】
　判断５６０６に移ると、５６０６において、第１のパネルＤ（ｇ１）に対する重力の方
向が、第３のパネルＤ（ｇ３）に対する重力の方向と実質的に同じであり、第２のパネル
Ｄ（ｇ２）に対する重力の方向と実質的に反対であるかどうかの判断が行われる。Ｄ（ｇ
１）がＤ（ｇ３）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ２）と実質的に反対であると判断された
場合、５６０８において、デバイスは完全折り畳み形態にあると判断される。たとえば、
デバイスは図５１の完全折り畳み形態５１００にあり得る。ｙ方向（すなわち、図４９の
方向Ｙ１）の加速度データの大きさがｘ方向（すなわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度デ
ータの大きさよりも大きいとき、デバイスは縦方向構成にあると判断される。ｘ方向（す
なわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさがｙ方向（すなわち、図４９の方向
Ｙ１）の加速度データの大きさよりも大きいとき、デバイスは横方向構成にあると判断さ
れる。構成が変化している（たとえば、前に検出された構成が図５１の完全折り畳み形態
５１００でなかった）場合、構成変更に従ってグラフィックユーザインターフェースが修
正され、５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ることができる。
【０１６３】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ３）と実質的に同じでないおよび／またはＤ（ｇ２）と実質的に反
対でないと判断された場合、判断５６１０において、Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に
同じであり、Ｄ（ｇ３）と実質的に同じであるかどうか、ならびに、第１のパネルＭ（ｇ
１）に対する重力のｚ成分（すなわち、図４９の方向Ｚ１における重力の成分）の大きさ
が第２のパネルＭ（ｇ２）に対する重力のｚ成分（すなわち、図４９の方向Ｚ２における
重力の成分）の大きさと実質的に同じであり、第３のパネルＭ（ｇ３）に対する重力のｚ
成分（すなわち、図４９の方向Ｚ３における重力の成分）の大きさと実質的に同じである
かどうかの判断が行われる。Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ３）
と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と実
質的に同じであると判断された場合、５６１２において、デバイスは完全展開形態にある
と判断される。たとえば、デバイスは図５０の完全展開形態５０００にあり得る。ｘ方向
（すなわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさがｙ方向（すなわち、図４９の
方向Ｙ１）の加速度データの大きさよりも大きいとき、デバイスは縦方向構成にあると判
断される。ｙ方向（すなわち、図４９の方向Ｙ１）の加速度データの大きさがｘ方向（す
なわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさよりも大きいとき、デバイスは横方
向構成にあると判断される。構成が変化している（たとえば、前に検出された構成が図５
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０の完全展開形態５０００でなかった）場合、構成変更に従ってグラフィックユーザイン
ターフェースが修正され、５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ること
ができる。
【０１６４】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／またはＤ（ｇ３）と実質的に同
じでない、および／またはＭ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／または
Ｍ（ｇ３）と実質的に同じでないと判断された場合、判断５６１４において、Ｄ（ｇ１）
がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ３）と実質的に同じであるかどうか、ならび
に２×Ｍ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と実質的に同じで
あるかどうかの判断が行われる。Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ
３）と実質的に同じであり、２×Ｍ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ
（ｇ３）と実質的に同じであると判断された場合、５６１６において、デバイスはトラベ
ルクロック構成にあると判断される。たとえば、デバイスは、第１のパネルと第２のパネ
ルとの間の角度が６０度である図５４のトラベルクロック構成５４００にあり得る。別の
実施形態では、第１のパネルと第２のパネルとの間の角度は６０度よりも大きくまたは小
さくなり得る。構成が変化している（たとえば、前に検出された構成が図５４のトラベル
クロック構成５４００でなかった）場合、構成変更に従ってグラフィックユーザインター
フェースが修正され、５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ることがで
きる。
【０１６５】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／またはＤ（ｇ３）と実質的に同
じでない、および／または２×Ｍ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび
／またはＭ（ｇ３）と実質的に同じでないと判断された場合、判断５６１８において、Ｄ
（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ３）と実質的に反対であるどうか、
ならびにＭ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と実質的に同じであ
るかどうかの判断が行われる。Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ３
）と実質的に反対であり、Ｍ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と
実質的に同じであると判断された場合、５６２０において、デバイスはビデオ会議構成に
あると判断される。たとえば、デバイスは図５３のビデオ会議構成５３００にあり得る。
構成が変化している（たとえば、前に検出された構成が図５３のビデオ会議構成５３００
でなかった）場合、構成変更に従ってグラフィックユーザインターフェースが修正され、
５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ることができる。
【０１６６】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／またはＤ（ｇ３）と実質的に反
対でない、および／またはＭ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／または
Ｍ（ｇ３）と実質的に同じでないと判断された場合、判断５６２２において、Ｄ（ｇ１）
がＤ（ｇ２）と実質的に反対であり、Ｄ（ｇ３）と実質的に反対であるかどうか、ならび
にＭ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と実質的に同じであるかど
うかの判断が行われる。Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に反対であり、Ｄ（ｇ３）と実
質的に反対であり、Ｍ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ３）と実質的
に同じであると判断された場合、５６２４において、デバイスはデュアルスクリーン構成
にあると判断される。たとえば、デバイスは図５５のデュアルスクリーン構成５５００に
あり得る。ｘ方向（すなわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさがｙ方向（す
なわち、図４９の方向Ｙ１）の加速度データの大きさよりも大きいとき、デバイスは縦方
向構成にあると判断される。ｙ方向（すなわち、図４９の方向Ｙ１）の加速度データの大
きさがｘ方向（すなわち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさよりも大きいとき
、デバイスは横方向構成にあると判断される。構成が変化している（たとえば、前に検出
された構成が図５５のデュアルスクリーン構成５５００でなかった）場合、構成変更に従
ってグラフィックユーザインターフェースが修正され、５６０４において処理は新規の構
成を検出することに戻ることができる。
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【０１６７】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に反対でないおよび／またはＤ（ｇ３）と実質的に反
対でない、および／またはＭ（ｇ１）がＭ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／または
Ｍ（ｇ３）と実質的に同じでないと判断された場合、判断５６２６において、Ｄ（ｇ１）
がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ３）と実質的に同じであるかどうか、ならび
にＭ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じであり、２×Ｍ（ｇ３）と実質的に同じで
あるかどうかの判断が行われる。Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じであり、Ｄ（ｇ
３）と実質的に同じであり、Ｍ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じであり、２×Ｍ
（ｇ３）と実質的に同じであると判断された場合、５６２８において、デバイスはサミン
グ構成にあると判断される。たとえば、デバイスは、第１のパネルと第２のパネルとの間
の角度が１２０度である図５２のサミング構成５２００にあり得る。別の実施形態では、
第１のパネルと第２のパネルとの間の角度は１２０度よりも大きくまたは小さくなり得る
。構成が変化している（たとえば、前に検出された構成が図５２のサミング構成５２００
でなかった）場合、構成変更に従ってグラフィックユーザインターフェースが修正され、
５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ることができる。
【０１６８】
　Ｄ（ｇ１）がＤ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／またはＤ（ｇ３）と実質的に同
じでない、および／またはＭ（ｇ１）が２×Ｍ（ｇ２）と実質的に同じでないおよび／ま
たは２×Ｍ（ｇ３）と実質的に同じでないという判断が行われた場合、５６３０において
、デバイスは遷移構成にあるという判断が行われ、ディスプレイパネルにおいて変更は実
行され得ず、５６０４において処理は新規の構成を検出することに戻ることができる。
【０１６９】
　様々な例示的な実施形態では、姿勢は、新規の姿勢が、ある時間期間の間、たとえば、
約２００ミリ秒（ｍｓ）持続するまでは、変更された姿勢であると見なされ得ない。ｚ方
向（すなわち、図４９の方向Ｚ１）の加速度データの大きさが実質的に０である場合、ｚ
方向の加速度の大きさからパネルの姿勢を判断するのが困難なことがある。ｘ方向（すな
わち、図４９の方向Ｘ１）の加速度データの大きさが０よりも大きい場合、代わりにｘ方
向の加速度データの大きさが使用され得る。ｘ方向の加速度データの大きさとｚ方向の加
速度データの大きさが両方とも実質的に０である場合、代わりにｙ方向（すなわち、図４
９の方向Ｙ１）の加速度データの大きさが使用され得る。
【０１７０】
　図５７は、電子デバイスの構成を判断する方法５７００の第２の例示的な実施形態のフ
ローチャートである。特定の一実施形態では、方法５７００は、図１～図７の電子デバイ
ス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図
１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デ
バイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デ
バイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイ
ス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバイス４
９０１、またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１７１】
　方法５７００は、５７０２において、電子デバイスの第１の部分に結合された第１のセ
ンサから第１の加速度データを受信することを含む。たとえば、姿勢モジュール４９９４
は、図４９の電子デバイス４９０１の第１のパネル４９０２に結合された第１の加速度計
４９２２から第１の加速度データ４９８２を受信することができる。本方法は、５７０４
において、電子デバイスの第２の部分に結合された第２のセンサから第２の加速度データ
を受信することをさらに含み、第１の部分の位置は第２の部分の位置に対して可動である
。たとえば、姿勢モジュール４９９４は、図４９の電子デバイス４９０１の第２のパネル
４９０４に結合された第２の加速度計４９２４から第２の加速度データ４９８４を受信す
ることができ、第１のパネル４９０２の位置は第２のパネル４９０４の位置に対して可動
である。



(43) JP 2012-502369 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

【０１７２】
　本方法は、５７０６において、第１の加速度データと第２の加速度データとに少なくと
も部分的に基づいて電子デバイスの構成を判断することをさらに含む。たとえば、第１の
加速度データ４９８２が第１の加速度計４９２２において負のＺ１方向における重力の方
向を示し、第２の加速度データ４９８４が第２の加速度計４９２４において正のＺ２方向
における重力の方向を示す場合、姿勢モジュール４９９４は、図４９のデバイス４９０１
が図５１の完全折り畳み形態５１００にあり得るように第１のパネル４９０２が第２のパ
ネル４９０４に対して完全に折り畳まれていると判断することができる。同様に、第１の
加速度データ４９８２が第１の加速度計４９２２において負のＺ１方向における重力の方
向を示し、第２の加速度データ４９８４が第２の加速度計４９２４において負のＺ２方向
における重力の方向を示す場合、姿勢モジュール４９９４は、図４９のデバイス４９０１
が図５０の完全展開形態５０００にあり得るように第１のパネル４９０２が第２のパネル
４９０４に対して完全に展開されていると判断することができる。
【０１７３】
　図５８は、電子デバイスの構成を判断する方法５８００の第３の例示的な実施形態のフ
ローチャートである。特定の一実施形態では、方法５８００は、図１～図７の電子デバイ
ス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１５～図
１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デ
バイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デ
バイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイ
ス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバイス４
９０１、またはそれらの任意の組合せにおいて実行され得る。
【０１７４】
　方法５８００は、５８０２において、電子デバイスの第１の部分に結合された第１のセ
ンサから第１の加速度データを受信することを含む。たとえば、姿勢モジュール４９９４
は、図４９の電子デバイス４９０１の第１のパネル４９０２に結合された第１の加速度計
４９２２から第１の加速度データ４９８２を受信することができる。本方法は、５８０４
において、電子デバイスの第２の部分に結合された第２のセンサから第２の加速度データ
を受信することをさらに含み、第１の部分の位置は第２の部分の位置に対して可動である
。たとえば、姿勢モジュール４９９４は、図４９の電子デバイス４９０１の第２のパネル
４９０４に結合された第２の加速度計４９２４から第２の加速度データ４９８４を受信す
ることができ、第１のパネル４９０２の位置は第２のパネル４９０４の位置に対して可動
である。本方法は、５８０６において、電子デバイスの第３の部分に結合された第３のセ
ンサから第３の加速度データを受信することをさらに含み、第３の部分は、第２のパネル
に回転可能に結合された第３のパネルを含み、構成は第３の加速度データにさらに基づい
て判断される。たとえば、姿勢モジュール４９９４は、図４９の電子デバイス４９０１の
第３のパネル４９０６に結合された第３の加速度計４９２６から第３の加速度データ４９
８６を受信することができ、第３のパネル４９０６は第２のパネル４９０４に回転可能に
結合される。第１の加速度データ４９８２が第１の加速度計４９２２において負のＺ１方
向における重力の方向を示し、第２の加速度データ４９８４が第２の加速度計４９２４に
おいて正のＺ２方向における重力の方向を示し、第３の加速度データ４９８６が第３の加
速度計４９２６において負のＺ３方向における重力の方向を示す場合、姿勢モジュール４
９９４は、図４９のデバイス４９０１が図５１の完全折り畳み形態５１００にあり得ると
判断することができる。同様に、第１の加速度データ４９８２が第１の加速度計４９２２
において負のＺ１方向における重力の方向を示し、第２の加速度データ４９８４が第２の
加速度計４９２４において負のＺ２方向における重力の方向を示し、第３の加速度データ
４９８６が第３の加速度計４９２６において負のＺ３方向における重力の方向を示す場合
、姿勢モジュール４９９４は、図４９のデバイス４９０１が図５０の完全展開形態５００
０にあり得ると判断することができる。
【０１７５】
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　本方法は、５８０８において、第１の加速度データの第１の重力成分に基づいて第１の
部分の第１の姿勢を判断することをさらに含む。たとえば、第１の加速度データ４９８２
は、第１の加速度計４９２２による、負のＺ１方向における重力成分５４４０および負の
Ｘ１方向における重力成分５４４２をもつ、重力の方向における重力による図５４の加速
度５４３２を示し得る。重力成分５４４０の大きさは、加速度５４３２と重力成分５４４
２との間の角度の正弦と加速度５４３２の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０
度である場合、重力成分５４４０の大きさは加速度５４３２の大きさの１／２である。第
１のパネル４９０２の姿勢は、図５４のトラベルクロック構成５４００に示されている姿
勢であり得る。
【０１７６】
　本方法は、５８１０において、第２の加速度データの第２の重力成分に基づいて第２の
部分の第２の姿勢を判断することをさらに含む。たとえば、第２の加速度データ４９８４
は、第２の加速度計４９２４による、負のＺ２方向における重力成分５４５０および正の
Ｘ２方向における重力成分５４５２をもつ、重力の方向における重力による図５４の加速
度５４３４を示し得る。重力成分５４５０の大きさは、加速度５４３４と重力成分５４５
２との間の角度の正弦と加速度５４３４の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０
度である場合、重力成分５４５０の大きさは加速度５４３４の大きさの１／２である。第
２のパネル４９０４の姿勢は、図５４のトラベルクロック構成５４００に示されている姿
勢であり得る。
【０１７７】
　本方法は、５８１２において、第３の加速度データの第３の重力成分に基づいて第３の
部分の第３の姿勢を判断することをさらに含む。たとえば、第３の加速度データ４９８６
は、第３の加速度計４９２６による、負のＺ３方向における重力成分５２４０および負の
Ｘ３方向における重力成分５２４２をもつ、重力の方向における重力による図５２の加速
度５２３６を示し得る。重力成分５２４０の大きさは、加速度５２３６と重力成分５２４
２との間の角度の正弦と加速度５２３６の大きさとの積に等しい。たとえば、角度が３０
度である場合、重力成分５２４０の大きさは加速度５２３６の大きさの１／２である。第
３のパネル４９０６の姿勢は、図５２のサミング構成５２００に示されている姿勢であり
得る。本方法は、５８１４において、第１の加速度データと、第２の加速度データと、第
３の加速度データとに基づいて電子デバイスの構成を判断することをさらに含む。たとえ
ば、図４９の電子デバイス４９０１の構成は、図５６の方法５６００に従って、第１の加
速度データ４９８２と、第２の加速度データ４９８４と、第３の加速度データ４９８６と
に基づいて判断され得る。
【０１７８】
　図５９を参照すると、加速度計などの折り畳み形態／ティルトセンサを有する電子デバ
イスの特定の例示的な実施形態が示され、全体的に５９００と称される。特定の一実施形
態では、電子デバイス５９００は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイ
ス８００、図９～図１４の電子デバイス９００の３パネルバージョン、図１５～図１７の
電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の電子デバイス
２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の電子デバイス
２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子デバイス３２
０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバイス４９０１
、またはそれらの任意の組合せである。特定の一実施形態では、電子デバイス５９００は
、図２６の方法２６００、図４２の方法４２００、図４３の方法４３００、図４４の方法
４４００、図４５の方法４５００、図４６の方法４６００、図４７の方法４７００、図４
８の方法４８００、図５６の方法５６００、図５７の方法５７００、図５８の方法５８０
０、またはそれらの任意の組合せに従って動作するように構成される。
【０１７９】
　デバイス５９００は、ヒンジ（図示されず）上の接続のセット５９９０を介して第１の
ディスプレイボード５９０３および第２のディスプレイボード５９０５に結合されたメイ
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ンボード５９０１を含む。ボード５９０１、５９０３、および５９０５の各々は、図１～
図７の電子デバイス１０１などのマルチパネルヒンジ結合デバイスの別々のパネル中に存
在し得る。
【０１８０】
　メインボード５９０１は、ディスプレイ５９０２と、メモリ５９３２に結合されたプロ
セッサ５９１０と、１つまたは複数の折り畳み形態／ティルトセンサ５９７２に結合され
た姿勢モジュール５９７０と、ディスプレイコントローラ５９６２と、タッチスクリーン
コントローラ５９５２と、ワイヤレスコントローラ５９４０と、短距離ワイヤレスインタ
ーフェース５９４６と、コーダ／デコーダ（コーデック）５９３４と、電力管理集積回路
（ＰＭＩＣ）５９８０とを含む。第１のディスプレイボード５９０３は、ディスプレイコ
ントローラ５９６４に結合されたディスプレイ５９０４と、タッチスクリーンコントロー
ラ５９５４と、１つまたは複数の折り畳み形態／ティルトセンサ５９７４とを含む。第２
のディスプレイボード５９０５は、ディスプレイコントローラ５９６６に結合されたディ
スプレイ５９０６と、タッチスクリーンコントローラ５９５６と、１つまたは複数の折り
畳み形態／ティルトセンサ５９７６とを含む。第１のディスプレイボード５９０３は、第
１の高速シリアルリンク５９９２などの第１の通信経路を介してメインボード５９０１に
結合される。第２のディスプレイボード５９０５は、第２の高速シリアルリンク５９９４
などの第２の通信経路を介してメインボード５９０１に結合される。第１のディスプレイ
ボード５９０３および第２のディスプレイボード５９０５は、それぞれ電力線５９９６を
介してＰＭＩＣ５９８０に結合されたバッテリー５９８４および５９８６を有し、電力線
５９９６は、ＰＭＩＣ５９８０とバッテリー５９８４および５９８６との間で少なくとも
１．５アンペア（Ａ）を伝導することが可能であり得る。特定の一実施形態では、カメラ
５９２０および電力入力５９８２もメインボード５９０１に結合される。
【０１８１】
　プロセッサ５９１０は、１つまたは複数のＡＲＭタイプのプロセッサ、１つまたは複数
のデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、他のプロセッサ、またはそれらの任意の組合せな
ど、１つまたは複数の処理デバイスを含むことができる。プロセッサ５９１０は、代表的
なメモリ５９３２など、１つまたは複数のコンピュータ可読媒体にアクセスすることがで
きる。メモリ５９３２は、データ（図示されず）およびソフトウェア５９３３などのプロ
セッサ実行可能命令を記憶する。一般に、ソフトウェア５９３３は、プロセッサ５９１０
によって実行可能であるプロセッサ実行可能命令を含み、アプリケーションソフトウェア
、オペレーティングシステムソフトウェア、他のタイプのプログラム命令、またはそれら
の任意の組合せを含むことができる。メモリ５９３２はプロセッサ５９１０の外部に示さ
れているが、他の実施形態では、メモリ５９３２は、キャッシュ、１つまたは複数のレジ
スタまたはレジスタファイル、プロセッサ５９１０における他の記憶デバイス、またはそ
れらの任意の組合せなど、プロセッサ５９１０の内部にあり得る。
【０１８２】
　プロセッサ５９１０はまた、それぞれ、メインボード５９０１、第１のディスプレイパ
ネル５９０３、および第２のディスプレイパネル５９０５における折り畳み形態およびテ
ィルトセンサ５９７２、５９７４、および５９７６などの折り畳み形態センサに結合され
る。例示的な例では、デバイス５９００は図４９の電子デバイス４９０１であり得、セン
サ５９７２、５９７４、および５９７６は、デバイス５９００の折り畳み形態を、図５１
に示された完全折り畳み形態、図５２に示されたサミング構成、図５４に示されたトラベ
ルクロック構成、図５０に示された完全展開形態、図５５に示されたデュアルスクリーン
構成、または図５３に示されたビデオ会議構成のうちの１つまたは複数として検出するよ
うに適合され得る。特定の一実施形態では、センサ５９７２、５９７４、および５９７６
は、図４９の第１の加速度計４９２２、第２の加速度計４９２４、および第３の加速度計
４９８６などの加速度計を含む。姿勢モジュール５９７０は、図４９の姿勢モジュール４
９９４であり得、図５６の方法５６００、図５７の方法５７００、図５８の方法５８００
、またはそれらの任意の組合せを実装することができる。姿勢モジュール５９７０は、ハ
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ードウェア、プロセッサ５９１０によって実行されるソフトウェア５９３３、またはそれ
らの任意の組合せであり得る。
【０１８３】
　ディスプレイコントローラ５９６２、５９６４、および５９６６は、ディスプレイ５９
０２、５９０４、および５９０６を制御するように構成される。特定の一実施形態では、
ディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６は、図１～図７に示されたディスプレ
イ面１０２、１０４、および１０６に対応することができる。ディスプレイコントローラ
５９６２、５９６４、および５９６６は、プロセッサ５９１０に応答して、デバイス５９
００の構成に応じてディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６に表示するグラフ
ィカルデータを与えるように構成され得る。たとえば、デバイス５９００が完全折り畳み
形態にあるとき、ディスプレイコントローラ５９６２、５９６４、および５９６６は、第
１のディスプレイ５９０２を、グラフィカルユーザインターフェースを表示するように制
御することができ、他のディスプレイ５９０４および５９０６を電源切断することまたは
使用しないことが可能である。別の例として、デバイス５９００が完全展開形態にあると
き、ディスプレイコントローラ５９６２、５９６４、および５９６６は、ディスプレイ５
９０２、５９０４、および５９０６を、３つのディスプレイ５９０２、５９０４、および
５９０６すべてにわたる単一の有効スクリーンとして動作するように、画像のそれぞれの
部分をそれぞれ表示するように制御することができる。
【０１８４】
　特定の一実施形態では、ディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６の各々は、
それぞれ、タッチスクリーンコントローラ５９５２、５９５４、または５９５６に結合さ
れたそれぞれのタッチスクリーンを介してユーザ入力に応答する。タッチスクリーンコン
トローラ５９５２、５９５４、および５９５６は、ディスプレイ５９０２、５９０４、お
よび５９０６からユーザ入力を表す信号を受信し、ユーザ入力を示すデータをプロセッサ
５９１０に与えるように構成される。たとえば、プロセッサ５９１０は、第１のディスプ
レイ５９０２上でアプリケーションアイコンのダブルタップを示すユーザ入力に応答する
ことができ、ユーザ入力に応答してアプリケーションを起動し、ディスプレイ５９０２、
５９０４、または５９０６のうちの１つまたは複数にアプリケーションウィンドウを表示
することができる。
【０１８５】
　特定の一実施形態では、各ディスプレイコントローラ５９６２、５９６４、および５９
６６ならびに各タッチスクリーンコントローラ５９５２、５９５４、および５９５６を、
対応するディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６とともに有することによって
、コントローラと対応するディスプレイとを別々のパネル上に有する他の実施形態に比較
して、パネル間で通信されるデータの量が低減され得る。しかしながら、他の実施形態で
は、ディスプレイコントローラ５９６２、５９６４、または５９６６、あるいはタッチス
クリーンコントローラ５９５３、５９５４、または５９５６のうちの２つ以上は、３つの
ディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６のすべてを制御する単一のコントロー
ラなどに組み合わせられ得る。さらに、３つのディスプレイ５９０２、５９０４、および
５９０６が示されているが、他の実施形態では、デバイス５９００は３つよりも多いまた
は少ないディスプレイを含み得る。
【０１８６】
　高速シリアルリンク５９９２および５９９４は高速双方向シリアルリンクであり得る。
たとえば、リンク５９９２および５９９４はモバイルディスプレイデジタルインターフェ
ース（ＭＤＤＩ）タイプのリンクであり得る。タッチスクリーンデータおよびセンサデー
タは、パネル５９０１、５９０３、および５９０５間のそれぞれのヒンジ上のシグナリン
グのために４つの差動ペアのみが使用され得るように、パネル５９０３および５９０５か
らプロセッサ５９１０に戻るようにシリアルストリーム中に埋め込まれ得る。
【０１８７】
　特定の一実施形態では、センサ５９７２、５９７４、および５９７６は、１つまたは複
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数のセンサにおいて受信される入力に基づいて、デバイス５９００の折り畳み形態を検出
するように適合され得る。たとえば、センサ５９７２、５９７４、および５９７６のうち
の１つまたは複数は、１つまたは複数の加速度計、インクリノメータ、ヒンジ検出器、他
の検出器、またはそれらの任意の組合せからの入力を含むかまたは受信することができる
。センサ５９７２、５９７４、および５９７６は、デバイス５９００の検出された折り畳
み形態を示す情報を姿勢モジュール５９７０およびプロセッサ５９１０に与えることがで
きる。センサ５９７２、５９７４、および５９７６は、デバイス５９００の隣接ディスプ
レイパネルに対するディスプレイパネルの回転の角度を検出することなどによって、相対
的な折り畳み位置に応答することができる。センサ５９７２、５９７４、および５９７６
はまた、デバイス５９００の１つまたは複数のディスプレイパネルに結合された１つまた
は複数の加速度計またはインクリノメータなどの１つまたは複数の他のセンサに応答する
ことができる。
【０１８８】
　図５９に示されるように、コーダ／デコーダ（コーデック）５９３４もプロセッサ５９
１０に結合され得る。スピーカー５９２２およびマイクロフォン５９２４はコーデック５
９３４に結合され得る。図５９はまた、ワイヤレスコントローラ５９４０が、プロセッサ
５９１０およびワイヤレスアンテナ５９４２に結合され得、デバイス５９００がワイドエ
リアネットワーク（ＷＡＮ）などのワイヤレスネットワークを介して通信することを可能
にすることができることを示す。デバイス５９００が着呼を受信すると、プロセッサ５９
１０はワイヤレスコントローラ５９４０に応答して、ディスプレイ５９０２、５９０４、
および５９０６のうちの１つまたは複数に発呼者識別情報または発呼者番号などの呼表示
を表示することができる。プロセッサ５９１０は、センサ５９７２、５９７４、および５
９７６からの入力に基づいて判断されたデバイス５９００の折り畳み形態に少なくとも部
分的に基づいて呼表示を表示するために、サイズ、位置、および姿勢、ならびに特定のデ
ィスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６を判断することができる。たとえば、呼
表示は、１つまたは複数の他のアプリケーション上に、折り畳み形態に基づくサイズ、配
置、および姿勢を有するポップアップウィンドウまたはテキストとして表示され得る。
【０１８９】
　特定の一実施形態では、デバイス５９００は、すべての折り畳み形態においてワイヤレ
ス電話通信のために動作可能であるように構成される。特定の一実施形態では、プロセッ
サ５９１０は、アンテナ５９４８を介してヘッドセット５９５０に結合され得る短距離ワ
イヤレスインターフェース５９４６に結合される。短距離ワイヤレスインターフェース５
９４６は、ブルートゥースネットワークなどのアドホックワイヤレスネットワークを介し
て、イヤピースとマイクロフォンとを含むデバイスなどのヘッドセット５９５０にワイヤ
レスに結合され得る。プロセッサ５９１０は、着呼に応答して、呼表示を表示すべきか、
またはヘッドセット５９５０に警報を出すべきかを判断する論理を実装することができる
。たとえば、デバイス５９００が完全展開形態にあり、マルチメディアファイルまたはス
トリーミングメディアがすべてのディスプレイ５９０２、５９０４、および５９０６にわ
たって表示される場合、プロセッサ５９１０は、ヘッドセット５９５０に自動的に警報を
出すことができ、他の場合は呼表示を表示することができる。
【０１９０】
　特定の一実施形態では、図５９の１つまたは複数の構成要素は、デバイスパネルのうち
の１つまたは複数に近接して、またはその内部に配置され得る。たとえば、プロセッサ５
９１０は中心パネル内に配置され得、外部パネルはそれぞれバッテリー５９８４および５
９８６を格納することができる。特定の一実施形態では、パネルは、デバイスがサミング
構成において立ったままであることを可能にするように加重され得る。
【０１９１】
　図２１を参照しながら前述されたように、マルチパネル電子デバイスが画像またはビデ
オを複数のディスプレイ面上に表示するとき、ディスプレイ面間の間隙の存在により、画
像またはビデオの一部分が消失していることがある。たとえば、図３９～図４１を参照す
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ると、電子デバイス３８０１のディスプレイ面間の間隙により、表示されたウェブページ
の部分が消失していることがある。消失している部分のこの出現を回避するために、画像
またはビデオはディスプレイ面のエッジに沿って「分割」され得る。たとえば、図３３の
アプリケーションアイコン３２０６および図３６のアプリケーションウィンドウ３５１６
は「分割」され得る。しかしながら、そのような「分割」が行われると、図３３のアプリ
ケーションアイコン３２０６および図３６のアプリケーションウィンドウ３５１６のジオ
メトリが歪んで見えることがある。すなわち、図３３のアプリケーションアイコン３２０
６および図３６のアプリケーションウィンドウ３５１６は、図３３および図３６の間隙３
４１４の存在により、伸長されて見えることがある。
【０１９２】
　図６０を参照すると、電子デバイス６００１の特定の例示的な実施形態が示され、全体
的に６０００と称される。電子デバイス６００１は、間隙６００６によって分離されてい
る第１のディスプレイ面６００２と第２のディスプレイ面６００４とを含む。電子デバイ
ス６００１はまた動きセンサ６００８を含む。特定の一実施形態では、電子デバイス６０
０１は、図１～図７の電子デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の
電子デバイス９００、図１５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デ
バイス１８０１、図２１の電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０
１、図２４および図２５の電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０
１、図３２～図３７の電子デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、
図４９～図５５の電子デバイス４９０１、またはそれらの任意の組合せの一部である。特
定の一実施形態では、電子デバイス６００１は、図２６の方法２６００、図４２の方法４
２００、図４３の方法４３００、図４４の方法４４００、図４５の方法４５００、図４６
の方法４６００、図４７の方法４７００、図４８の方法４８００、図５６の方法５６００
、図５７の方法５７００、図５８の方法５８００、またはそれらの任意の組合せに従って
動作するように構成される。
【０１９３】
　時々、電子デバイス６００１は、ディスプレイ面６００２および６００４のいずれかよ
りも大きい画像を表示することがある。たとえば、図６０に示された特定の実施形態では
、電子デバイス６００１は、よく知られているパングラム「Ｔｈｅ　ｑｕｉｃｋ　ｂｒｏ
ｗｎ　ｆｏｘ　ｊｕｍｐｓ　ｏｖｅｒ　ｔｈｅ　ｌａｚｙ　ｄｏｇ．」を表示している。
画像の第１の部分「ｐｓ　ｏｖｅｒ　ｔｈｅ　ｌａｚｙ　ｄｏｇ．」は第１のディスプレ
イ面６００２に表示され、画像の第２の部分「Ｔｈｅ　ｑｕｉｃｋ　ｂｒｏｗｎ　ｆｏｘ
　ｊ」は第２のディスプレイ面６００４に表示されている。間隙６００６の存在により、
第１の部分と第２の部分との間の第３の部分「ｕｍ」は表示されていない。
【０１９４】
　動きセンサ６００８は、電子デバイス６００１の動きを検出するように構成され得る。
たとえば、動きセンサ６００８は、上述の図を参照しながら説明されたように電子デバイ
ス６００１の並進運動、回転運動、またはティルト運動(tilting motion)を検出するよう
に構成され得る。例示的な一実施形態では、動きセンサ６００８は、加速度計、インクリ
ノメータ、またはそれらの任意の組合せを含む。特定の一実施形態では、動きセンサ６０
０８は、図３８のセンサ３８１０および３８２０、図４９～図５５の加速度計４９２２～
４９２６、またはそれらの任意の組合せを参照しながら説明されたように機能する。動き
センサ６００８が電子デバイス６００１の動きを検出したことに応答して、電子デバイス
６００１は、図６１～図６９を参照しながら本明細書で説明されるように、第１のディス
プレイ面６００２および第２のディスプレイ面６００４に表示される画像部分を変更する
ことができる。動きセンサ６００８は第１のディスプレイ面６００２に結合されるものと
して示されているが、代わりに、動きセンサは、第２のディスプレイ面６００４に結合さ
れるかまたは間隙６００６中に配置され得ることに留意されたい。
【０１９５】
　図６１を参照すると、電子デバイス６００１において画像を表示する例示的な実施形態
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が示され、全体的に６１００と称される。図６０を参照しながら説明されたように、画像
の第３の部分「ｕｍ」は、間隙６００６により表示されていない。
【０１９６】
　図６０の動きセンサ６００８が電子デバイス６００１の動きを検出すると、電子デバイ
ス６００１は、第１のディスプレイ面６００２または第２のディスプレイ面６００４など
に画像の第３の部分「ｍｐ」を表示することができる。特定の一実施形態では、画像の第
３の部分は、短い時間期間の間（たとえば、１または２秒間）表示される。短い時間期間
が経過した後、画像は元の状態でもう一度表示される（すなわち、画像の第１の部分は第
１のディスプレイ面６００２に表示され、画像の第２の部分は第２のディスプレイ面６０
０４に表示され、画像の第３の部分は表示されない）。代替的に、動きセンサ６００８が
電子デバイス６００１の第２の動きを検出するまで、画像の第３の部分は表示され得る。
【０１９７】
　したがって、電子デバイス６０００は、間隙６００６により表示されていない画像の第
３の部分を見るために、ユーザによって「シェイク」または「ティルト」され得る。画像
の第３の部分は、電子デバイス６００１の動きの方向に、または電子デバイス６００１の
動きと反対の方向に表示され得る。
【０１９８】
　図６２を参照すると、電子デバイス６００１において画像を表示する例示的な実施形態
が示され、全体的に６２００と称される。図６２に示された特定の実施形態では、画像は
電子デバイス６００１の動きと同じ方向に移動する。したがって、電子デバイス６００１
のユーザは、電子デバイス６００１をシェイクする方向に画像を「プッシュ」しているか
のように感じさせられ得る。たとえば、電子デバイス６００１のユーザが、実質的に第１
のディスプレイ面６００２の平面内で電子デバイス６００１を左に並進させるように電子
デバイス６００１を動かすことに応答して、画像の第３の部分「ｕｍ」が第２のディスプ
レイ面６００４に表示され得る。
【０１９９】
　同様に、電子デバイス６００１のユーザは、電子デバイス６００１をティルトする方向
に画像を「スライド」させているかのように感じさせられ得る。たとえば、電子デバイス
６００１のユーザが、第３の部分「ｕｍ」が第２のディスプレイ面６００４上にスライド
ダウンするように第１のディスプレイ面６００２の平面に対して実質的に垂直の方向に電
子デバイスの右側のエッジを上向きにティルトすることに応答して、画像の第３の部分「
ｕｍ」が第２のディスプレイ面６００４に表示され得る。
【０２００】
　画像のジオメトリを維持するために、画像の第３の部分「ｕｍ」が第２のディスプレイ
面６００４に表示されると、画像の第２の部分の隠れた部分「Ｔｈ」はもはや第２のディ
スプレイ面６００４に表示されないことが留意されよう。特定の一実施形態では、第３の
部分「ｕｍ」および隠れた部分「Ｔｈ」は、それぞれ間隙６００６の幅に実質的に等しい
幅を有する。
【０２０１】
　図６３を参照すると、電子デバイス６００１において画像を表示する例示的な実施形態
が示され、全体的に６３００と称される。図６３に示された特定の実施形態では、画像は
電子デバイス６００１の動きと反対の方向に移動する。したがって、電子デバイス６００
１のユーザは、電子デバイス６００１が、固定された画像に対して移動可能な「ウィンド
ウ」として機能するかのように知覚し得る。
【０２０２】
　画像のジオメトリを維持するために、画像の第３の部分「ｕｍ」が第１のディスプレイ
面６００２に表示されると、画像の第１の部分の隠れた部分「ｇ．」はもはや第１のディ
スプレイ面６００２に表示されないことが留意されよう。特定の一実施形態では、第３の
部分「ｕｍ」および隠れた部分「ｇ．」は、それぞれ間隙６００６の幅に実質的に等しい
幅を有する。
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【０２０３】
　図６４を参照すると、電子デバイス６４０１において画像を表示する例示的な実施形態
が示され、全体的に６４００と称される。特定の一実施形態では、電子デバイス６４０１
は図６０の電子デバイス６００１の３パネルバージョンである。電子デバイス６４０１は
、間隙６４０４によって分離されている第１のディスプレイ面６４０２と第２のディスプ
レイ面６４０３とを含む。電子デバイス６４０１はまた、第２の間隙６４０６によって第
２のディスプレイ面６４０３から分離されている第３のディスプレイ面６４０５を含む。
電子デバイス６４０１はまた、図６０の動きセンサ６００８と同様の動きセンサ（図示さ
れず）を含む。
【０２０４】
　図６４に示された特定の実施形態では、電子デバイス６４０１はアルファベット「ＡＢ
ＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬＭＮＯＰＱＲＳＴＵＶＷＸＹＺ」の画像を表示している。説明のた
めに、ディスプレイ面６４０２、６４０３、および６４０５は、サイズが実質的に等しく
、８つのアルファベット文字を表示することが可能であるように示されている。第１のデ
ィスプレイ面６４０２は画像の第１の部分「ＡＢＣＤＥＦＧＨ」を表示している。第２の
ディスプレイ面６４０３は画像の第２の部分「ＪＫＬＭＮＯＰＱ」を表示している。画像
の第３の部分「Ｉ」は、間隙６４０４により表示されていない。第３のディスプレイ面６
４０５は画像の第４の部分「ＳＴＵＶＷＸＹＺ」を表示している。画像の第５の部分「Ｒ
」は、第２の間隙６４０６により表示されていない。
【０２０５】
　電子デバイス６４０１の動きセンサが電子デバイス６４０１の動きを検出すると、電子
デバイスは画像の第３の部分「Ｉ」および第５の部分「Ｒ」を表示することができる。特
定の一実施形態では、第３の部分および第５の部分は、短い時間期間の間（たとえば、１
または２秒間）表示される。したがって、電子デバイス６４０１は、間隙６４０４および
６４０６により表示されていない画像の部分を見るためにユーザによって「シェイク」ま
たは「ティルト」され得る。
【０２０６】
　図６５を参照すると、電子デバイス６４０１において画像を表示する例示的な実施形態
が示され、全体的に６５００と称される。図６５に示された特定の実施形態では、画像は
電子デバイス６４０１の動きと同じ方向に移動する。第３の部分「Ｉ」は、間隙６４０４
に近接した第１のディスプレイ面６４０１に表示され、第５の部分「Ｒ」は、第２の間隙
６４０６に近接した第２のディスプレイ面６４０３に表示される。したがって、電子デバ
イス６４０１のユーザは、電子デバイス６４０１をシェイクするまたは急速に動かす方向
に画像を「プッシュ」していると知覚し得る。同様に、電子デバイス６４０１のユーザは
、代替的に、電子デバイス６４０１をティルトする方向に画像を「スライド」させている
と知覚し得る。
【０２０７】
　図６６を参照すると、電子デバイス６４０１において画像を表示する例示的な実施形態
が示され、全体的に６６００と称される。図６６に示された特定の実施形態では、画像は
電子デバイス６４０１の動きと反対の方向に移動する。第３の部分「Ｉ」は、間隙６４０
４に近接した第２のディスプレイ面６４０３に表示され、第５の部分「Ｒ」は、第２の間
隙６４０６に近接した第３のディスプレイ面６４０５に表示される。したがって、電子デ
バイス６４０１のユーザは、電子デバイス６４０１が、固定された画像に対して移動可能
な「ウィンドウ」として機能すると知覚する。
【０２０８】
　図６０～図６６に示された実施形態はテキストを含む画像を示しているが、画像は、幾
何学的形状、デジタルイラストレーション、および写真などの非テキストコンテンツを含
むこともできることに留意されたい。
【０２０９】
　図６７は、電子デバイスにおいて画像を表示する方法６７００の第１の例示的な実施形
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態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法６７００は、図１～図７の電子
デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１
５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の
電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の
電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子
デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバ
イス４９０１、図６０～図６３の電子デバイス６００１、図６４～図６６の電子デバイス
６４０１、またはそれらの任意の組合せによって実行され得る。
【０２１０】
　方法６７００は、６７０２において、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面と
を含む電子デバイスにおいて画像を表示することを含む。第１のディスプレイ面は、間隙
によって第２のディスプレイ面から分離されている。画像の第１の部分は第１のディスプ
レイ面に表示され、画像の第２の部分は第２のディスプレイ面に表示され、第１の部分と
第２の部分との間の画像の第３の部分は表示されない。たとえば、図６０では、第１の部
分「ｐｓ　ｏｖｅｒ　ｔｈｅ　ｌａｚｙ　ｄｏｇ．」は第１のディスプレイ面６００２に
表示され、第２の部分「Ｔｈｅ　ｑｕｉｃｋ　ｂｒｏｗｎ　ｆｏｘ　ｊ」は第２のディス
プレイ面６００４に表示され得、第３の部分「ｕｍ」は表示され得ない。
【０２１１】
　方法６７００はまた、６７０４において、電子デバイスの動きを検出することを含む。
たとえば、図６０では、動きセンサ６００８が電子デバイス６００１の動きを検出するこ
とができる。
【０２１２】
　方法６７００は、６７０６において、動きを検出したことに応答して、第２のディスプ
レイ面に画像の第３の部分を表示することをさらに含む。たとえば、図６２に示されるよ
うに、画像の第３の部分「ｕｍ」が第２のディスプレイ面６００４に表示され得る。
【０２１３】
　図６８は、電子デバイスにおいて画像を表示する方法６８００の第２の例示的な実施形
態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法６８００は、図１～図７の電子
デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１
５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の
電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の
電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子
デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバ
イス４９０１、図６０～図６３の電子デバイス６００１、図６４～図６６の電子デバイス
６４０１、またはそれらの任意の組合せによって実行され得る。
【０２１４】
　方法６８００は、６８０２において、第１のディスプレイ面と第２のディスプレイ面と
を含む電子デバイスに画像を元の状態で表示することを含む。第１のディスプレイ面は、
間隙によって第２のディスプレイ面から分離されている。画像を元の状態で表示すること
は、第１のディスプレイ面に画像の第１の部分を表示すること、第２のディスプレイ面に
画像の第２の部分を表示すること、および第１の部分と第２の部分との間の画像の第３の
部分を表示しないことを含み、第３の部分は、間隙の幅に実質的に等しい幅を有する。た
とえば、図６０では、第１の部分「ｐｓ　ｏｖｅｒ　ｔｈｅ　ｌａｚｙ　ｄｏｇ．」は第
１のディスプレイ面６００２に表示され、第２の部分「Ｔｈｅ　ｑｕｉｃｋ　ｂｒｏｗｎ
　ｆｏｘ　ｊ」は第２のディスプレイ面６００４に表示され得、第３の部分「ｕｍ」は表
示され得ない。
【０２１５】
　方法６８００はまた、６８０４において、電子デバイスの動きセンサにおいて電子デバ
イスの動きを検出することを含む。この動きは、実質的に第１のディスプレイ面の平面内
の方向に電子デバイスを並進させるシェイク運動、または第１のディスプレイ面の平面に
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対して実質的に垂直な方向における電子デバイスの少なくとも１つのエッジのティルト運
動であり得る。動きセンサは、加速度計、インクリノメータ、またはそれらの任意の組合
せであり得る。たとえば、図６０では、動きセンサ６００８は、電子デバイス６００１の
動き（たとえば、並進運動またはティルト運動）を検出することができる。
【０２１６】
　方法６８００は、６８０６において、動きを検出したことに応答して、画像を修正され
た状態で表示することをさらに含む。画像を修正された状態で表示することは、第２のデ
ィスプレイ面に画像の第３の部分を表示すること、および第３の部分が表示されている間
は第２の部分の隠れた部分を表示しないことを含む。たとえば、図６２に示されるように
、画像の第３の部分「ｕｍ」が第２のディスプレイ面６００４に表示されている間、第２
の部分の隠れた部分「Ｔｈ」は表示され得ない。
【０２１７】
　方法６８００は、６８０８において、動きを検出してからある時間期間後に画像を元の
状態で表示することを含む。たとえば、動きの後のある時間期間後に、図６０に示される
ように、画像は元の状態で表示され得る。別の実施形態では、電子デバイスの第２の動き
は、元の状態への変更をトリガすることができる。たとえば、電子デバイスが、左へのシ
ェイク運動を検出したことに応答して画像を修正された状態で表示した場合、電子デバイ
スは、右へのシェイク運動を検出したことに応答して画像を元の状態で表示することがで
きる。
【０２１８】
　図６９は、電子デバイスにおいて画像を表示する方法６９００の第３の例示的な実施形
態のフローチャートである。特定の一実施形態では、方法６９００は、図１～図７の電子
デバイス１０１、図８の電子デバイス８００、図９～図１４の電子デバイス９００、図１
５～図１７の電子デバイス１５０１、図１８～図２０の電子デバイス１８０１、図２１の
電子デバイス２１００、図２２～図２３の電子デバイス２２０１、図２４および図２５の
電子デバイス２４０１、図２７～図３１の電子デバイス２７０１、図３２～図３７の電子
デバイス３２０１、図３８～図４１の電子デバイス３８０１、図４９～図５５の電子デバ
イス４９０１、図６０～図６３の電子デバイス６００１、図６４～図６６の電子デバイス
６４０１、またはそれらの任意の組合せの３パネルバージョンによって実行され得る。
【０２１９】
　方法６９００は、６９０２において、第１のディスプレイ面と、第２のディスプレイ面
と、第３のディスプレイ面とを含む電子デバイスに画像を元の状態で表示することを含む
。第１のディスプレイ面は、間隙によって第２のディスプレイ面から分離され、第３のデ
ィスプレイ面は、第２の間隙によって第２のディスプレイ面から分離されている。画像を
元の状態で表示することは、第１のディスプレイ面に画像の第１の部分を表示すること、
第２のディスプレイ面に画像の第２の部分を表示すること、第１の部分と第２の部分との
間の画像の第３の部分を表示しないこと、第３のディスプレイ面に画像の第４の部分を表
示すること、および第２の部分と第４の部分との間の画像の第５の部分を表示しないこと
を含む。たとえば、図６４を参照すると、第１の部分「ＡＢＣＤＥＦＧＨ」は第１のディ
スプレイ面６４０２に表示され、第２の部分「ＪＫＬＭＮＯＰＱ」は第２のディスプレイ
面６４０４に表示され得、第３の部分「Ｉ」は表示され得ず、第４の部分「ＳＴＵＶＷＸ
ＹＺ」は第３のディスプレイ面６４０５に表示され得、第５の部分「Ｒ」は表示され得な
い。
【０２２０】
　方法６９００はまた、６９０４において、電子デバイスの動きを検出することを含む。
たとえば、図６４を参照すると、電子デバイス６４０１の動きが検出され得る。
【０２２１】
　方法６９００は、６９０６において、動きを検出したことに応答して、画像を修正され
た状態で表示することをさらに含む。画像を修正された状態で表示することは、第２のデ
ィスプレイ面に画像の第３の部分を表示すること、および第３のディスプレイ面に画像の
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第５の部分を表示することを含むことができる。たとえば、図６６に示されるように、第
３の部分「Ｉ」が第２のディスプレイ面６４０３に表示され、第５の部分「Ｒ」が第３の
ディスプレイ面６４０５に表示され得る。
【０２２２】
　方法６９００は、６９０８において、動きを検出してからある時間期間後に、画像を元
の状態で表示することをさらに含む。たとえば、動きの後のある時間期間後に、図６４に
示されるように、画像は元の状態で表示され得る。代替的に、電子デバイスの第２の動き
は、元の状態への変更をトリガすることができる。たとえば、電子デバイスが、左へのシ
ェイク運動を検出したことに応答して画像を修正された状態で表示した場合、電子デバイ
スは、右へのシェイク運動を検出したことに応答して画像を元の状態で表示することがで
きる。
【０２２３】
　このようにして、マルチディスプレイデバイスのユーザは、マルチディスプレイデバイ
スが間隙に沿って画像を「分割する」（それによって画像全体を歪んだジオメトリで表示
する）ときと、マルチディスプレイデバイスが間隙に対応する画像の部分を「隠す」（そ
れによって画像のジオメトリを維持するが、画像全体は表示しない）ときとを（たとえば
、動きによって）制御することが可能であり得ることが諒解されよう。したがって、ユー
ザは、通常ならば間隙により表示されないであろう画像のテキストおよび形状を見るため
に、速い動きを起こすだけでよい。さらに、コンテンツプロバイダは、マルチディスプレ
イデバイスによって隠され得る「間隙領域」中に重要な情報が決して配置されないように
することについて心配する必要なしに、そのような「特大」コンテンツをユーザに配信す
ることができる。
【０２２４】
　さらに、本明細書で開示された実施形態に関して説明された様々な例示的な論理ブロッ
ク、構成、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コン
ピュータソフトウェア、または両方の組合せとして実装され得ることを、当業者は諒解さ
れよう。様々な例示的な構成要素、ブロック、構成、モジュール、回路、およびステップ
は、上記では概して、それらの機能に関して説明された。そのような機能がハードウェア
として実装されるか、ソフトウェアとして実装されるかは、特定の適用例および全体的な
システムに課される設計制約に依存する。当業者は、説明された機能を特定の適用例ごと
に様々な方法で実装し得るが、そのような実装の決定は、本開示の範囲からの逸脱を生じ
ると解釈されるべきではない。
【０２２５】
　本明細書で開示される実施形態に関して説明された方法またはアルゴリズムのステップ
は、直接ハードウェアで実施されるか、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジ
ュールで実施されるか、またはその２つの組合せで実施され得る。ソフトウェアモジュー
ルは、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ（ＲＯ
Ｍ）、プログラマブル読取り専用メモリ（ＰＲＯＭ）、消去可能プログラマブル読取り専
用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能プログラマブル読取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯ
Ｍ）、レジスタ、ハードディスク、リムーバブルディスク、コンパクトディスク読取り専
用メモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）などの有形記憶媒体、または当技術分野で知られている任意の
他の形態の有形記憶媒体に常駐することができる。例示的な記憶媒体は、プロセッサが記
憶媒体から情報を読み取り、記憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサ
に結合される。代替として、記憶媒体はプロセッサに一体化され得る。プロセッサおよび
記憶媒体は特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）中に常駐することができる。ＡＳＩＣは、
コンピューティングデバイスまたはユーザ端末中に常駐することができる。代替として、
プロセッサおよび記憶媒体は、コンピューティングデバイスまたはユーザ端末中に個別構
成要素として常駐することができる。
【０２２６】
　開示された実施形態の上記の説明は、開示された実施形態を当業者が作成または使用で
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きるように与えられたものである。これらの実施形態への様々な変更は当業者にはすぐに
明らかになり、本明細書で定義された原理は本開示の範囲から逸脱することなく他の実施
形態に適用され得る。したがって、本開示は、本明細書に示された実施形態に限定される
ものではなく、特許請求の範囲によって定義される原理および新規の特徴と合致すること
が可能な最も広い範囲が与えられるべきものである。
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